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は否定されるが、刑法 60 条が適用される場合はこの限りでない。刑法 60 条は、その機能























































































































知っていたので、A が一方の道で、B が他方の道で X を待ち伏せすること




















 A が B に X の殺害を持ち掛け、それぞれが X に向けて同時にけん銃を発砲したところ、









との間の因果関係は問題なく肯定される。これに対して、A と B が共謀の上で X に対して
発砲したが、Cもまた彼らとは関係なく（互いの存在を知らずに）Xに向けてけん銃を撃っ
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る」（Friedrich Dencker, Kausalität und Gesamttat, 1996, S. 226）とする。Denckerも、
法益侵害の危険性の増大という点に因果関係不要説の根拠を求めているといえよう。 

























































共同正犯を規定する刑法 60 条（ドイツ刑法 25 条 2 項）は単独犯の場合に要求される因果
関係を拡張する機能を有すると解する因果関係不要説は、その限りでは正当であるように
思われる。 
 しかし、因果関係が刑法 60 条（ドイツ刑法 25 条 2 項）を通じて拡張されると解したと
しても、それは、必ずしも、個別行為の因果性の放棄のみを意味するわけではない。その
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し、この問題は、以下の事例において一層明白なものとなる。A と B が共謀の上、X に対
して同時に発砲し、Xはそのうちの一発により死亡したが、どちらの撃った銃弾が命中した
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 刑事政策的要請に基づいて刑法 60 条（ドイツ刑法 25 条 2 項）に因果性拡張機能を付与
すべきとする点では、因果関係不要説と因果関係修正説は共通する。これに対して、両説
は、行為主義およびそこから導かれる因果性要件をめぐって対立する。すなわち、前者が


















                                                   
(58) 植田博「共同正犯の因果構造」愛媛大学教養部紀要 21巻 1号（1988年）195頁。 
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(69) 宮川基「罪刑法定主義の憲法上の根拠規定」東北学院 68 巻（2009 年）75 頁以下、野
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（ドイツ基本法 20 条 3 項）」をその基礎とする(78)。そして、それゆえに、責任主義は、ド
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96 [140]; BVerfGE 110, 1 [13]; NJW 2009, 1061 [1062]; NJW 2013, 1058 [1059]. 









(84) Hans Joachim Hirsch, Tatstrafrecht – ein hinreichend beachtetes Grundprinzip?, in: 





































                                                                                                                                                     
および法治国家思想から導かれる責任主義を通じて間接的に憲法上も保障されるのである」
とする。Otto Lagodny, Strafrecht vor den Schranken der Grundrechte, 1996, S. 323 も行
為主義の根拠を「基本法 103条 2項における明確性の原則」と「責任主義」に求めている。 
(85) 島田聡一郎『正犯・共犯論の基礎理論』（東京大学出版会、2002年）100頁。 
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また、もし Aと B がそれぞれの担当する行為を遂行し、計画通りに強盗を完遂させたので
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309; Günter Stratenwerth/Lothar Kuhlen, Strafrecht AT, 6. Aufl., 2011, 12/107; Kai 
Ambos, in: Gesamtes Strafrecht, Handkommentar (Dölling/Duttge/Rössner [Hrsg.]), 3. 
Aufl., 2013, §22 Rn. 34; Klaus Hoffmann-Holland, Strafrecht AT, 3. Aufl., 2015, Rn. 646; 
Rolf Dirtrich Herzberg/Klaus Hoffmann-Holland, in: Münchener Kommentar zum 
Strafgesetzbuch Band 1, 2. Aufl., 2011, § 22, Rn. 139; Urs Kindhäuser, Strafrecht AT, 6. 
Aufl., 2013, 40/15; Bernd Heinrich, Strafrecht AT, 4. Aufl., 2014, Rn. 740; Johannes 
Wessels/Werner Beulke/Helmut Satzger, Strafrecht AT, 44. Aufl., 2014, Rn. 611; 
Kristian Kühl, Strafrecht AT, 7. Aufl., 2012, 20/123; Rudolf Rengier, Strafrecht AT, 6. 
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ながらも全体的解決説を支持していた（Claus Roxin, Täterschaft und Tatherrschaft, 9. 
Aufl., 2015, S. 452 ff.）。それゆえに、全体的解決説と個別的解決説の対立の背後には、狭
い機能的行為支配説を支持するか否か（あるいは共謀共同正犯を否定するか否か）という
問題とは別の何かが存在しているように思えるのである。 


































                                                   
(21) Hauf, a. a. O. (Anm. 4), S. 130; Ebert, a. a. O. (Anm. 4), S. 204; Haft, a. a. O. (Anm. 4), 
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(28) Küper, a. a. O. (Anm. 4), S. 786. 
(29) Küper, a. a. O. (Anm. 4), S. 786 f. 





























理されることになろう。B は A の意思を支配していたわけでもなく、自身が担当した行為










 次に、個別的解決説の論者が【事例⑥】の Bの共同正犯性を否定する論拠を見ていく。 


































                                                   
(33) 塩見・前掲注（20）144 頁も、「機能的行為支配を支える阻止力とは、計画された犯罪
全体に向けられたものであ」ると述べている。 
(34) Rudolphi, a. a. O. (Anm. 13), S. 386. 
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(38) 高橋・前掲注（31）（2007年）175頁。 

















































(42) 現実志向型正犯論から全体的解決説を主張すると思われるものとして、Mychael Köhler, 
Strafrecht AT, 1997, S. 541; Mylomopoulos, a. a. O. (Anm. 2), S. 463 ff.; Rainer Zaczyk, 
in: NK, Strafgesetzbuch, Band 1, 4. Aufl., 2013, § 22 Rn. 65 ff.; Helmut Frister, 
Strafrecht AT, 6. Aufl., 2013, 29/7 ff.; Diethelm Klesczewski, Strafrecht AT, 2012, Rn. 
817. 



















































































た Aと Bは、Aが暴行および財物奪取を担当し、Bは見張り(49)をすることにした（第 1計
画）。被害者に対して Aが暴行を加えた際、被害者の反撃によって Aが負傷してしまったの
で、計画を変更し、財物奪取は Bが担当することになった（第 2計画）。しかし、計画を変
更した時点で A と Bは警官に逮捕されてしまった。Bの罪責を計画志向型正犯の立場から
検討する場合、いかなる結論が導かれるであろうか。 
















のとして、Zaczyk, a. a. O. (Anm. 42), § 22 Rn. 67; Frister, a. a. O. (Anm. 42), 29/9;  




































ら財物奪取を行うつもりのない A は、Bが財物奪取を行うつもりであること、そして Bが
実際に犯行現場にいることを通じてのみ、単なる暴行を超えた強盗を認識することが出来













































                                                   




















銃を発砲したところ、A の撃った銃弾により X は死亡したが、B の撃った
銃弾は Xに命中しなかった。 
【事例④】 
Bは、X殺害を計画し、立場上 Bの命令に逆らうことのできない A に対し
て一緒にけん銃を撃つよう要求し、同時に X に向かって一発ずつ発砲した
ところ、A の撃った銃弾により Xは死亡したが、Bの撃った銃弾は Xに命
中しなかった。 
【事例⑤】 

























































(3) Statt vieler Claus Roxin, Strafrecht AT II, 2003, § 25 Rn. 189, 211 ff. 
(4) 松本時夫「共謀共同正犯と判例・実務」刑雑 31 巻 3 号（1991 年）318 頁以下、小林充

















































に行為したのではないことの間接証拠（Indiz）であるとする彼の見解（Volker Haas, Die 
Theorie der Tatherrschaft und ihre Grundlagen, 2008, S. 130; ders, in: 
Matt/Renzikowski StGB, 2013, § 25 Rn. 82）は、その限りでは、日本の実務に近いものと
いえる（Vgl. auch Urs Kindhäuser, Handlungs- und normtheoretische Grundfrage der 
Mittäterschaft, in: Festschrift für Hollerbach, 2001, S. 645; Joachim Renzikowski, 
Zurechnungsprobleme bei Scheinmittäterschaft und verwandten Konstellationen, JuS 
2013, S. 485 f.）。 












謀した Aと Bが同時に Xに向かってそれぞれ一発ずつけん銃を発砲したところ、そのうち
の一発により X は死亡した（他方の銃弾は X に命中しなかった）が、どちらの撃った銃弾





















                                                   
(14) Claus Roxin, Die Mittaterschaft im Strafrecht, JA 1979, S. 523. 
(15) Roxin, a. a. O. (Anm. 3), § 25 Rn. 188. 
(16) Ulrich Stein, Die strafrechtliche Beteiligungsformenlehre, 1988, S. 203. 
(17) Roxin, a. a. O. (Anm. 14), S. 524; ders, a. a. O. (Anm. 3), § 25 Rn. 230. 
(18) Christoph Knauer, Die Kollegialentscheidung im Strafrecht – Zugleich ein Beitrag 



































為に基づいて B の共同正犯性を肯定することはできない。そうであるならば、B の発砲行
為を重要な役割を担う行為と評価することで B の共同正犯性を認めるほかないが、B の発
砲行為の結果（X 死亡）に対する物理的寄与度は証明できない（【事例②】）、あるいは認め
られない（【事例③】）。それにもかかわらず Bの発砲行為を重要な役割を担うものと評価す




























第１項 Rotschおよび Beckerの見解 
（１）Thomas Rotschの見解 
（ⅰ）共同正犯の客観的成立要件 














                                                   











(25) Joachim Renzikowski, Die fahrlässige Mittäterschaft, in: Festschrift für Otto, 2007, 
S. 426 ff. 
(26) Thomas Rotsch, „Gemeinsames Versagen“ Zu Legitimität und Legalität der fahrläs- 
sigen Mittäterschaft, in: Festschrift für Puppe, 2011, S. 892 ff. 


















る。すなわち、B の待ち伏せ行為は A による X の殺害に対する因果性を有していないので
ある。A の決意が B を通じて強化されたと解したとしても、それは、待ち伏せ行為それ自
体ではなく、待ち伏せをするよう承諾したことに基づくものである。Bの承諾行為は、それ










L はいつも一人で走らなければならなかった（【事例⑥】）。【事例⑥】の場合、L は F と一
緒にマラソンの練習をしたと考える者はいないだろう。しかし、【事例⑤】において共同正





                                                   
(28) Rotsch, a. a. O. (Anm. 26), S. 898 f. 
(29) Thomas Rotsch, „Einheitstaterschaft“ statt Tatherrschaft, 2009, S. 361 f. 
(30) Rotsch, a. a. O. (Anm. 29), S. 363 f. 























 Christian Becker は、機能的行為支配説の問題点として「客観的要素の排除」と「基本












                                                   
(32) Rotsch, a. a. O. (Anm. 29), S. 366 ff. 
(33) Wilfried Küper, Versuchs- und Rücktrittsprobleme bei mehreren Tatbeteiligten, JZ 
1979, S. 786 f. 
(34) Torsten Buser, Zurechnungsfragen beim mittäterschaftlichen Versuch, 1998, S. 62. 










かし、基本法 103 条 2 項（および刑法 1 条）によれば、原則、構成要件該当性のない行為
は不可罰でなければならない。そして――Hans-Joachim Rudolphi もその根拠を基本法














とはない(41)。また、（Cが A・Bに対して Xの殺害を唆し、）Bが Xを取り押さえ、その間
に A が X をナイフで刺し殺した（【事例⑦】）という共同正犯の典型例と思われる場合であ







                                                   
(36) Christian Becker, Das gemeinschaftliche Begehen und die sogenannte additive 
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(41) Becker, a. a. O. (Anm. 36), S. 168. 




































（bestimmt hat）」あるいは「幇助した（Hilfe geleistet hat）」ことではなく――「犯罪行
                                                   
(43) Becker, a. a. O. (Anm. 36), S. 167. 
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Küper, Versuchsbeginn und Mittäterschaft, 1978, S. 61は、共同正犯を「共犯の特別形態」
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(67) Schild, a. a. O. (Anm. 50), Vor §§ 26, 27 Rn. 5. 
(68) 西田典之『刑法総論〔第 2版〕』（弘文堂、2010年）332頁。 










 そこで、以下では、各関与類型における行為の危険性の差異に着目する Ulrich Stein の
見解を概観することにする。 
 





















                                                                                                                                                     
Tatbestandsverwirklichung als Täterschaftsmerkmale, in: Festschrift für Roxin zum 70. 
Geburtstag, 2001, S. 583. 






(71) Stein, a. a. O. (Anm. 16), S. 221 ff., 238 ff. 




















なく、直接正犯行為規範に反するものと解される。したがって、A も B も殺人未遂の直接










                                                   










(75) Stein, a. a. O. (Anm. 16), S. 327 f. 





























                                                   






































































































































 こうした前提の下、本稿の【事例③】の場合、A と B は殺人既遂の共同正犯になると内
藤は主張する。A と B の行為を切り離して個別的に単独正犯としてみれば、B の銃弾は命








止された結果を 12、その諸条件を 7 + 3 + 2とすると、7が最も効力を発揮した優勢的な条
                                                   
(86) 石井徹哉「共同正犯に関する一考察」『西原春夫先生古稀祝賀論文集 第二巻』（成文堂、
1998年）383頁。 
(87) 北川佳世子「我が国における過失共同正犯の議論と今後の課題」刑雑 38巻 1号（1998
年）53頁。 
(88) 青木孝之「共謀共同正犯の理論と実務」琉法 78号（2007年）33頁以下。 




(92) Reinhard Frank, Das Strafgesetzbuch für das Deutsche Reich nebst dem Einführun- 

























る行為を行っていない（例えば、X の殺害計画を立案した上で、立場上 B の命令に逆らう







                                                   
(94) Karl Birkmeyer, Die Lehre von der Teilnahme und die Rechtsprechung des Deutsch- 
en Reichsgerichts, 1890, S. 102. 















































松宮孝明『レヴィジオン刑法 1』（成文堂、1997 年）82 頁、同『刑法総論〔補正版〕』（成












































て――」Law & Practice 4号（2010年）102頁）から、相互的因果性を要求すると、黒幕
たる背後者を共謀共同正犯として処罰することができなくなると指摘するものもある（西
田典之ほか編『注釈刑法第 1巻総論』（有斐閣、2010 年）827 頁〔島田聡一郎〕、松原芳博






































(111) Brigitte Kelker, Online-Demonstrationen – ein Fall “additiver Mittäterschaft“?, GA 
2009, S. 94は、Herzbergが Roxinの機能的行為支配を基本的には支持しつつも、機能的
行為支配では説明できない付加的共同正犯の場合に別の基準（寄与の同等性）を用いるこ
とに対して、一方で正犯性に所為の支配を要求しつつ、他方で付加的共同正犯の場合には
幇助犯に比肩する程度の所為寄与で十分としていると批判する。Vgl. auch Lenard 
Wengenroth, Zur Strafbarkeit von virtuellen Sit-Ins – Zugleich ein Beitrag zur 
(Mit)Täterschaft bei minimalen Tatbeiträgen, 2014, S. 155. 
























事後判断によっても、A の行為も B の行為も既遂結果（X の死亡）を実現した可能性と未












(114) BGH NStZ 1984, S. 413; BGHSt 34 124 [125]; René Bloy, Die Beteiligungsform als 
Zurechnungstypus im Strafrecht, 1985, S. 370; Georg Küpper, Der gemeinsame 
Tatentschluß als unverzichtbares Moment der Mittäterschaft, ZStW 105 (1993), S. 301; 
René Bloy, Grenzen der Täterschaft bei fremdhändiger Tatausführung, GA 1996, S. 
430; Cramer/Heine, in: Schönke/Schröder 27. Aufl., 2006, Vorbem §§ 25 ff., Rn. 82a; 































がある。A、B、C・・・K（計 11 人）は、共謀の上、それぞれ被害者 X に致死量の 10 分
の 1 の毒薬を飲ませ、X を殺害した（【事例⑧】）。【事例⑧】の各関与者の行為（およびそ
の寄与度）は同等であって、まさに「関与者全員を等しく抑止することが必要かつ合理的
であり、かつ等しく処罰するのが衡平にかなう」事例であるといえる。しかし、【事例⑧】







                                                   
(116) 嶋矢・前掲注（78）203頁。 
(117) 島田聡一郎「間接正犯と共同正犯」『神山敏雄先生古稀祝賀論文集 第一巻』（成文堂、


















                                                   




インターネットを通じて呼びかけた本件被告人は、ドイツ刑法 111 条 1 項（犯罪行為への
公然の煽動：公然と、集会で、又は、文書（第 11条第 3項）の頒布により、違法な行為へ
煽動した者は、教唆犯（第 26 条）と同一の刑に処する。）違反の罪で起訴された。一審の
フランクフルト・アム・マイン区裁判所は、ドイツ刑法 111 条 1 項が要求する「違法な行
為」として強要（ドイツ刑法 240 条 1 項：暴行を用い、又は、害悪を加える旨の脅迫によ
り、人に行動、受忍又は不作為を違法に強要した者は、3年以下の自由刑又は罰金に処する。）
の存在を認め、被告人に有罪判決を下した（AG Frankfurt a.M. NStZ 2006, 399 ff.）。これ
に対して、上訴審のフランクフルト・アム・マイン高等裁判所は、ルフトハンザドイツ航
空に対するデモ活動は、強要にも、データの変更（ドイツ刑法 303 条 a 1 項：データ（第
202条 a第 2項）を違法に消去し、隠匿し、使用不能にし又は変更した者は、2年以下の自
由刑又は罰金に処する。）にも該当せず、したがって違法な行為への煽動は認められないと
して、被告人を無罪とした（OLG Frankfurt a.M. StV 2007, 244 ff.）。 
 本件については Kelkerが以下のように分析している。ドイツ刑法 111条 1項は「違法な































の「同等性」を要求する Lenard Wengenrothの見解を見ることにする。 
 
第３項 Lenard Wengenrothの見解 
（１）考察対象 






























(121) Wengenroth, a. a. O. (Anm. 111), S. 159. 
(122) Wengenroth, a. a. O. (Anm. 111), S. 149. 
(123) Becker, a. a. O. (Anm. 36), S. 42. 



































ろう。Xの殺害を共謀した Aと Bは、まず Aが致死量の毒薬を Xに飲ませ、もしその投薬
で Xが死ななかった場合は Bが改めて致死量の毒薬を Xに飲ませることにしたが、Xは A
                                                   
(125) Wengenroth, a. a. O. (Anm. 111), S. 159. 
(126) Wengenroth, a. a. O. (Anm. 111), S. 160 f. 
(127) Wengenroth, a. a. O. (Anm. 111), S. 164. 
(128) Wengenroth, a. a. O. (Anm. 111), S. 158. 





































程度の点で A の行為に劣っているといわざるを得ない(132)。しかし、そのことによって B
の共同正犯性を否定することは適当ではないだろう。したがって、「重要な役割」の内実の
                                                   
(130) Hoyer, a. a. O. (Anm. 48), § 25 Rn. 120. 
(131) Wengenroth, a. a. O. (Anm. 111), S. 159 f. 




















































































































































































































                                                   
(142) Luzón Peña/Díaz y García, a. a. O. (Anm. 69), S. 594. 
(143) 厳格な形式的客観説は【事例⑦】の Bの共同正犯性を否定するが（vgl. Becker, a. a. O. 
















































（２）Rolf Dietrich Herzbergの見解――同等性について―― 










(147) Roxin, a. a. O. (Anm. 14), S. 524. 
(148) Roxin, a. a. O. (Anm. 3), § 25 Rn. 230. 
(149) Vgl. auch Hoyer, a. a. O. (Anm. 48) § 25 Rn. 111; Bernd Schünemann, in: LK 12. 
Aufl., 2006, § 25 Rn. 195; Wolfgang Joecks, in: MüK, 2. Aufl., 2011, § 25 Rn. 224. 
(150) Roxin, a. a. O. (Anm. 14), S. 524. 
(151) Roxin, a. a. O. (Anm. 14), S. 524. 
(152) Roxin, a. a. O. (Anm. 3), § 26 Rn. 210. 
(153) Rolf Dietrich Herzberg, Täterschaft und Teilnahme: eine systematische Darstellung 












（３）Christoph Knauerと René Bloyの見解――同等な危険性―― 
 Roxin 説が共同正犯と幇助犯の区別の点で鮮明さを欠いていたのに対して、Christoph 
Knauerは、危険増加それ自体は幇助犯にも認められることから、それだけではドイツ刑法




















                                                   
(154) Herzberg, a. a. O. (Anm. 153), S. 69. 
(155) Knauer, a. a. O. (Anm. 18), S. 154. 
(156) Knauer, a. a. O. (Anm. 18), S. 154. 
(157) Knauer, a. a. O. (Anm. 18), S. 155. 
(158) Bloy, a. a. O. (Anm. 114), S. 371; ders, Grenzen der Täterschaft bei fremdhändiger 
Tatausführung, GA 1996, S. 429 f. 
(159) Bloy, a. a. O. (Anm. 114), S. 375. 
(160) Bloy, a. a. O. (Anm. 114), S. 370. 









































は A に依存しているといえる。それゆえ、B は、構成要件の実現との関係では間接的な存
                                                   
(162) Bloy, a. a. O. (Anm. 114), S. 375. 
(163) Bloy, a. a. O. (Anm. 114), S. 378. 
(164) Bloy, a. a. O. (Anm. 114), S. 313 f. 











































(167) Roxin, a. a. O. (Anm. 3), § 25 Rn. 188. 
(168) Roxin, a. a. O. (Anm. 3), § 25 Rn. 211. 


































                                                   
(170) 消極的行為支配については Küper, a. a. O. (Anm. 33), S. 786を参照。小林憲太郎「不






(172) Gerhard Seher, Vorsatz und Mittäterschaft – Zu einem verschwiegenen Problem der 


































                                                   




















険性の区別」新潟 45巻 4号（2013年）86頁以下も参照。）。 

























（B の場合は「X が抵抗できない状況」、C の場合は「動機（の
一つ）」）を A に提供することで間接的に法益侵害に関与している。しかし、両者が創出す
る危険（つまり、提供する道具）は以下の点で異なっている。 
B が提供する道具については、確かに、その使用は A に委ねられているが、不使用につ
いては――その道具を提供して以降も――Bが単独で決定することができる。それゆえ、た


















                                                   
(179) Günther Jakobs, Mittäterschaft als Beteiligung, in: Festschrift für Puppe, 2011, S. 
551. 
(180) Günther Jakobs, Theorie der Beteiligung, 2014, S. 1, 14 ff. 
(181) Jakobs, a. a. O. (Anm. 180), S. 10, 14, 18. Jakobsによると、予備段階の態度は、実行
行為（Ausführung）の不法を予備段階で行為する者に彼の不法として帰属する根拠である
（Ebenda, S. 18）。 
(182) Jakobs, a. a. O. (Anm. 180), S. 17. 







































(186) 宮本英脩『宮本英脩著作集第四巻 刑法講義〔新版〕』（成文堂、1987 年）19 頁以下。
刑法の任務を補充的法益保護（subsidiärer Rechtsgüterschutz）と解する Claus Roxin, 
Strafrecht AT I, 4. Aufl., 2006, § 2 Rn. 1も参照 
(187) 平野龍一「現代における刑法の機能」同『刑法の基礎』（東京大学出版会、1966 年）
155頁以下は、謙抑性の内容として、「補充性」、「断片性」、および「寛容性」を挙げている。 
(188) 最大判昭和 49 年 11 月 6 日刑集 28 巻 9月 393頁、最大判昭和 52 年 5月 4 日刑集 31
巻 3号 182頁、最判平成 24年 12月 7日刑集 66巻 12号 1337頁、最判平成 24年 12月 7


















                                                   
(189) Volker Krey/Robert Esser, Deutsches Strafrecht AT, 5. Aufl., 2012, Rn. 16 ff. Vgl. 




















内容の確定――」刑ジャ 39 号（2014年）48 頁以下、同「注意義務の内容確定基準――比
例原則に基づく義務内容の確定――」『山口厚先生献呈論文集』（成文堂、2014 年）197 頁
以下も参照。 
(195) Walter Gropp, Deliktstypen mit Sonderbeteiligung, 1992, S. 212. Vgl. auch Roland 




























                                                   
(197) 井田・前掲注（166）24頁。 
(198) ❶適合性では、当該制裁が目的達成にとって適合的かどうかが判断される（Johannes 
Kaspar, Verhältnismäßigkeit und Grundrechtsschutz im Präventionsstrafrecht, 2014, S. 
124）。およそ侵害性のない行為を禁止する場合、その禁止によって法益保護が促進される
ことはないから、適合性が否定されることになる（Ebenda, S. 408）。 
(199) ❷必要性においては、目的達成に対して同等以上の適合性を有する侵害性の少ない手
段が存在しているか否かが判断される（Kaspar, a. a. O. (Anm. 198), S. 155） 
(200) ❸相当性においては、目的と当該制裁が釣り合っているか否かが判断される（Kaspar, 
a. a. O. (Anm. 198), S. 164）。したがって、基本法上保護された当事者の法益に対する侵襲
の程度が大きいほど、当該制裁によって追及される目的も重要でなければならない
（BVerGE, 118, 168 [195]）。 
(201) Kaspar, a. a. O. (Anm. 198), S. 256 ff.によれば、要罰性は❷必要性に、当罰性は❸相当
性に解消される。 
(202) 平野龍一「正犯と実行」『犯罪論の諸問題（上）〔復刊版〕』（有斐閣、2000 年）132 頁
以下。 
(203) 国際刑事裁判所ローマ規程（ICC規定）25条 3項は、各関与類型の法定刑に差を設け






































































































































                                                   
(205) Roxin も【事例⑤】の B の共同正犯は肯定しているが、被害者を殺害するために A は
シンガポール空港で、Bは香港空港で待ち伏せし、Aが被害者を殺害したという事例につい
ては、Bに共同正犯は成立しないと解している（【事例⑩】）（Roxin, a. a. O. (Anm. 14), S. 
524; ders, a. a. O. (Anm. 3), § 25 Rn. 231 ff.; ders, Täterschaft und Tatherrschaft, 9. Aufl., 




























                                                   














































































                                                   
(5) 草野豹一郎『刑法改正上の重要問題』（巖松堂書店、1950年）262頁。 
(6) 草野豹一郎『刑法總則講義第一分冊』（南郊社、1935年）202頁、同『刑法要論』（有斐
























































































よる（緩和された）意思支配」に着目する松原芳博「共謀共同正犯論の現在」曹時 63 巻 7
号（2011年）11頁以下、同『刑法総論』（日本評論社、2013年）350頁、同「共同正犯を






































                                                   


























































































(26) 最大判昭和 33年 5月 28日刑集 12巻 8号 1718頁。 



























は、まず、それぞれの代表的論者である Claus Roxinと Friedrich-Christian Schroederの
見解を検討し、次いで BGHの立場を確認し、組織的権力機構に基づく間接正犯の議論を概























(33) Vgl. Jan Schlösser, Soziale Tatherrschaft: Ein Beitrag zur Frage der Täterschaft in 



































                                                   
(34) Claus Roxin, Straftaten im Rahmen organisatorischer Machtapparate, GA 1963, S. 
200. 
(35) Claus Roxin, Organisationsherrschaft und Tatentschlossenheit, in: Festschrift für 
F.-C. Schroeder, 2006, S. 392 f. 
(36) Roxin, a. a. O. (Anm. 34), S. 200 f. 
(37) Roxin, a. a. O. (Anm. 34), S. 204. 
(38) 結果支配の要件として法逸脱的代替可能性（Rechtsgelöste Fungibilität）を要求する近













を殺害するよう背後者 A が実行機関に命令したところ、直接実行者 B がその任務を放棄し
た場合、彼が現実に直面した逃亡者 Xは東ベルリンから逃走してしまう。直接実行者 Bの

















て行為支配を基礎づけることはできない。背後者 A が被害者 Xの殺害を命令したところ、
月曜日に直接実行者 B が良心の呵責により当該犯罪の実行を拒否した。火曜日に直接実行
者 C は実行行為に着手したが、銃弾が外れたため X を殺し損ねた。水曜日に、ようやく、






                                                   
(39) Roxinが要求する個々の要件に対する批判については、後藤・前掲注（29）211頁以下
参照。 
(40) Vgl. auch Bettina Noltenius, Kriterien der Abgrenzung von Anstiftung und mittelba- 
rer Täterschaft, 2003, S. 319. 
(41) Thomas Rotsch, Neues zur Organisationsherrschaft, NStZ 2005, S. 15. 
(42) Vgl. Thomas Rotsch, Tatherrschaft kraft Organisationsherrschaft?, ZStW 2000, S. 
528 f. 











(44)。例えば、行為者が、銃弾が 6 発装填されたけん銃を使用し、最初に撃った 1 発で被害
者を殺害した場合、彼が正犯であることに疑いはない。しかし、その正犯性の根拠は、最





















が仮定的事実から正犯性を肯定する点を論難するものである。Vgl. auch Joachim 
Renzikowski, Restriktiver Täterbegriff und fahrlässige Beteiligung, 1997, S. 89. 





(46) Roxin は、Rotschの批判に対して、背後者は「一個の所為（eine Tat）」を支配してい
















































「Aは、Bが C の暗殺を計画していることを知り、A の敵である Dを予定の場所に向かわ
せたところ、Bが客体の錯誤により Dを殺害した」という古典的な講壇事例（ドーナ事例）
(50)から「正犯（B）の背後の正犯（A）」の問題を考察している。ドーナ事例のように、他
                                                                                                                                                     
Bloy, Grenzen der Täterschaft bei fremdhändiger Tatausführung, GA 1996, S. 441. 
(48) Katja Langneff, Die Beteiligtenstrafbarkeit von Hintermännern innerhalb von Orga- 
nisationsstrukturen bei vollverantwortlich handelndem Werkzeug, 2000, S. 92 f. 
(49) これらの見解が新たな帰属原理の導入を正当化できていない点を指摘するものとして、
Jan Schlösser, Der Täter hinter dem Gehilfen, JR 2006, S. 104. 



































                                                   
(51) Friedrich-Christian Schroeder, Der Täter hinter dem Täter: Ein Beitrag zur Lehre 
von der mittelbaren Täterschaft, 1965, S. 150. 
(52) Friedrich-Christian Schroeder, Der Sprung des Täters hinter dem Täter aus der 
Theorie in die Praxis, JR 1995, S. 178. 
(53) F.-C. Schroeder, a. a. O. (Anm. 51), S. 196 f. 
(54) F.-C. Schroeder, a. a. O. (Anm. 51), S. 168; ders, a.a.O. (Anm. 50), S. 569. 
(55) F.-C. Schroeder, a. a. O. (Anm. 51), S. 201. 
(56) Vgl. Harro Otto, Täterschaft kraft organisatorischen Machtapparates, JURA 2001, S. 





































                                                   
(57) Heribert Schumann, Strafrechtliches Handlungsunrecht und das Prinzip der Selbst- 
verantwortung der Anderen, 1986, S. 75. 
(58) BGHSt 35, 347 [353]. 
(59) トーマス・ヴァイゲント（高橋則夫訳）「ドイツ刑法における間接正犯の新しい形態」
早比 31巻 1号（1997年）140頁。 






































                                                   
(61) BGHSt, 40, 307 [316]; BGH StV 1996, 478 [480]; BGH NStZ 1998, 568 [569]; BGHSt, 
45, 270 [296]; BGHSt, 48, 77 [91]; BGHSt, 48, 331 [342]. 組織的権力機構に基づく間接正
犯に関するドイツの判例については、鈴木彰雄「ドイツ刑法における『組織的権力機構に



































                                                   
(64) 例えば、「直接行為者は権力機構における単なる『歯車』ではな」く、「自由答責的な者
なのであ〔り〕」、「自由答責的に行為する者は常に事象の主体なのであって、単なる客体で






責的に決意するという事実を変えるものではない」とする Frank Zieschang, Gibt es den 





って、組織の道具ではないとするNoltenius, a.a.O. (Anm. 40), S. 320 f.を参照。 
































 M.-K. Meyer は、直接実行者に〔違法な行為を〕抑止する動機が生じない理由、つまり
直接実行者が不自由である理由につき、直接実行者が不法システム（Unrechtsystem）に
取り込まれている点に着目している。ある人間が権力機構において交換可能な歯車になる
                                                   
(66) BGH が Roxin と F.-C. Schroeder の両者に依拠していることを指摘するものとして、
Uwe Schulz, Die mittelbare Täterschaft kraft Organisationsherrschaft – eine notwend- 




Schlösser, Organisationsherrschaft durch Tun und Unterlassen: Zugleich Besprechung 
von BGH, Beschluss vom 26.8.2003 und Urteil vom 13.5.2004, GA 2007, S. 164. Vgl. 
auch Manfred Heinrich, Zur Frage der mittelbaren Täterschaft kraft Ausnutzung 
hierarchischer Organisationsstrukturen bei Wirtschaftsunternehmen, in: Festschrift 
für Krey, 2010, S. 155. 
(68) Maria-Katharina Meyer, Ausschluß der Autonomie durch Irrtum: Ein Beitrag zu 
mittelbarer Täterschaft und Einwilligung, 1984, S. 86, 102. 









































                                                   
(70) M.-K. Meyer, a. a. O. (Anm. 68), S. 103 f. 
(71) Schulz, a. a. O. (Anm. 66), S. 112. 
(72) Schulz, a. a. O. (Anm. 66), S. 112. 










































                                                   
(74) Zieschang, a. a. O. (Anm. 64), S. 520. 
(75) Schulz, a. a. O. (Anm. 66), S. 113. 













































                                                   
(77) M. Heinrich, a. a. O. (Anm. 45), S. 204 ff.; ders, a. a. O. (Anm. 67), S. 160 f. 
(78) M. Heinrich, a. a. O. (Anm. 45), S. 273 ff.; ders, a. a. O. (Anm. 67), S. 162 f. 








































                                                   
(80) Schlösser, a. a. O. (Anm. 67), S. 171. 
(81) Schlösser, a. a. O. (Anm. 49), S. 102. 
(82) Schlösser, a. a. O. (Anm. 49), S. 104 f. 
(83) Schlösser, a. a. O. (Anm. 33), S. 276. 
(84) Schlösser, a. a. O. (Anm. 33), S. 277 ff. 












































                                                   









第６項 近時の Roxin説における「実行者の著しく高められた犯行傾向」要件 
（１）「実行者の著しく高められた犯行傾向」要件 
 Roxinは、近時、F.-C. SchroederやM. Heinrichらの見解を受け、組織的権力機構によ
る間接正犯の成立要件の一つとして「実行者の著しく高められた犯行傾向（die wesentlich 
























                                                   
(87) 中・前掲注（21）183頁、西原・前掲注（21）140頁、臼木・前掲注（21）134頁。 
(88) Roxin, a. a. O. (Anm. 35), S. 397 f.; ders, Organisationsherrschaft als eigenständige 
Form mittelbarer Täterschaft, ZStrR 2007, S. 15 ff.; ders, Bemerkungen zum 
Fujimori-Urteil des Obersten Gerichtshofs in Peru, ZIS 2009, S. 567; ders, 
Organisationssteuerung als Erscheinungsform mittelbarer Täterschaft, in: Festschrift 
für Krey, 2010, S. 462 ff.; ders, Zur neuesten Diskussion über die Organisationsherrsch- 
aft, GA 2012, S. 412. 
(89) Roxin, a. a. O. (Anm. 35), S. 397 f; ders, a. a. O. (Anm. 88) (2007), S. 16. 
(90) Roxin, a. a. O. (Anm. 35), S. 398; ders, a. a. O. (Anm. 88) (2007), S. 16; ders, a. a. O. 
(Anm. 88) (2009), S. 567; ders, a. a. O. (Anm. 88) (2010), S. 463 f. 












































                                                                                                                                                     
a. O. (Anm. 88) (2012), S. 412. したがって、代替可能性を不要と解する F.-C. Schroeder









































                                                   



















































10、11、12、13、14・完）」愛大 99 号（1982年）1 頁以下、同 100 号（1982 年）1頁以
下、同 101号（1983年）69頁以下、同 102号（1983年）98頁以下、同 103号（1983年）
151頁以下、同 104号（1984年）1頁以下、同 105号（1984年）1頁以下、同 106号（1984
年）1頁以下、同 107号（1985年）1頁以下、同 108号（1985年）77頁以下、同 109号



















































































                                                   
(106) Kristina Steckermeier, Der Tatentschluss von Mittätern (§ 25 Absatz 2 StGB): 
Verlängerte Tatherrschaft als Zurechnungsgrund – eine empirisch gestützte Untersuch- 
ung, 2015, S. 36 ff., 58 ff. 
(107) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 106), S. 63 ff. 
(108) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 106), S. 79 ff. 










































                                                   
(110) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 106), S. 113 ff. 
(111) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 106), S. 123 ff. 
(112) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 106), S. 152 ff., 176 ff. 


















































































                                                   
(118) 他の関与者が実行した犯行について、共謀共同正犯ではなく、不作為としての共同正





















































































































                                                   
(120) 第２章第 1節第４款（73頁以下）参照。 



























































 （以下では各事例の関与者 αの行為を「行為 α」、関与者 βの行為を「行為 β」とし、複数





て、それぞれ致死量の 10分の 1ずつ毒薬を被害者 Xに飲ませて殺害した場合（【事例②】）、
致死量の 10分の 1の毒薬を飲ませる行為が殺人罪の実行行為ではないと仮定すると、それ
ぞれ単独で見る限り、【事例②】の中に殺人罪の実行行為を見出すことはできない。したが
って、【事例①】の Aと Bを強盗罪の共同正犯として、【事例②】の A、B、C・・・Jを殺
人罪の共同正犯として処罰するには、個々の行為を結合させ、一つの行為（【事例①】：共
同行為 A + B、【事例②】：共同行為 A + B + C +・・・J）と評価する必要がある。 
 以上のように、刑法 60条には共同正犯者らの複数行為を一つの行為にまとめる機能が認
められるはずである（結合機能）。そして、この結合機能を通じてまとめられた共同行為は、























X が死亡した場合（【事例③】）、行為 Bには結果（X 死亡）との関係では拡張された因果関
係（心理的な促進関係）しか認められない。これだけでは B を殺人既遂罪で処罰するには
不十分である。行為 Aと行為 Bが結合することで形成される共同行為 A + Bと結果との間に単
独正犯の場合に要求される因果関係（条件関係）が認められるからこそ、Bも殺人既遂で処
罰されるのである。他方で、Xの殺害を共謀した Aと Bが発砲した（共同行為 A + B）が、
彼らとは無関係の C も同時に発砲し（行為 C）、C の撃った銃弾のみが命中し、X が死亡し
た場合（【事例④】）、因果関係（条件関係）の有無については行為 Aと行為 Bを個別に検討
するのではなく、共同行為 A + Bと結果との因果関係（条件関係）が検討される。そして、【事
































する。すなわち、第 1 行為のみから、あるいは第 2 行為のみから結果が生じたことが明ら
かとは言えず、第 1 行為と第 2 行為とが相俟って結果が発生したと評価せざるを得ない場

























（ⅰ）裁判例〔１〕：東京高判平成 13年 2月 20日（ベランダ転落死事件）(6) 













（第 2 行為）ものである。なお、被害者の死因が第１行為によるものか、第 2 行為による
ものかは特定できず、第 1行為により死亡していた可能性があった。 









(6) 東京高判平成 13年 2月 20日判時 1756号 162頁。 






 以上の事案につき、最高裁は、「第 1行為は第 2行為を確実かつ容易に行うために必要不
可欠なものであった」、「第 1 行為に成功した場合、それ以降の殺害計画を遂行する上で障
害となるような特段の事情が存しなかった」、および「第 1行為と第 2行為との間の時間的
場所的近接性」を理由に、「第 1 行為は第 2 行為に密接な行為であ〔る〕」として、第 1 行
為「の時点において殺人罪の実行の着手があったもの」と解した（下線引用者）。 




いまま被害者を約 1日の間放置し（第 2行為）、死亡させた。 
 本件につき、第一審の千葉地裁(9)が既に第 1 行為の時点で殺意を肯定できるとした上で、
第 1 行為と第 2 行為を「一連の実行行為」と解したのに対して、控訴審の東京高裁(10)は、
















                                                   
(8) 最決平成 17年 7月 4日刑集 59巻 6号 403頁。 
(9) 千葉地判平成 14年 2月 5日刑集 59巻 6号 417頁。 
(10) 東京高判平成 15年 6月 26日刑集 59巻 6号 450頁。 
(11) 高橋則夫「犯罪論における分析的評価と全体的評価――複数行為における分断と統合の
問題――」刑ジャ 19号（2009年）41頁参照。 
(12) その他、複数行為を一体と評価したものとして、東京高判昭和 49 年 8月 1 日東高刑時
報 25 巻 8号 67頁、東京高判昭和 55年 11月 12日判時 1023号 134頁、京都地判昭和 57
年 2 月 17 日判時 1048号 176 頁、大阪高判昭和 58 年 10 月 21 日判時 1113 号 142 頁、東
京地判平成 9 年 9 月 5 日判タ 982 号 298 頁、富山地判平成 11 年 11 月 25 日判タ 1050 号
278頁、東京地判平成 12年 8月 29日判時 1811号 154頁、東京高判平成 12年 11月 16日
東高刑時報 51 巻 1～12 号 110 頁、広島高判平成 15 年 10 月 9 日裁判所ウェブサイト。他
方、一体性を否定した裁判例として、東京高判昭和 29 年 11 月 4 日東高刑時報 5 巻 11 号


































たと認めるのが相当である」ことを理由に、第 1 行為と第 2 行為を「時間的・場所的に接
着してなされた一連一体の行為である」とした。原審の判断を是認した最高裁は、「被告人
                                                                                                                                                     
月 8日一審刑集 1巻 4号 523頁、水戸地判昭和 33年 5月 26日一審刑集 1巻 5号 789頁、
東京高判昭和 44 年 3 月 3 日東高刑時報 20 巻 3 号 37 頁、津地判平成 5 年 4 月 28 日判タ
819号 201頁。 
(13) 最判平成 9年 6月 16日刑集 51巻 5号 435頁。 
(14) 最決平成 20年 6月 25日刑集 62巻 6号 1859頁。 
(15) 最決平成 21年 2月 24日刑集 63巻 2号 1頁。 
















（ⅰ）裁判例〔７〕：大阪高判昭和 56年 9月 30日(20) 
 本件は、覚せい剤を水に溶かし自己の身体に注射して使用したとして起訴された被告人
につき、昭和 52年 12月 16日以降については、覚せい剤による急性中毒症にアルコールに
よる病的酩酊が付加され、少なくとも心神耗弱状態にあったというものである。 













および精神的昂奮状態の自招性を根拠に刑法 39条 2項の適用を否定した（下線引用者）。 
（ⅲ）裁判例〔９〕：長崎地判平成 4年 1月 14日(22) 
 本件では、被害者と口論になった被告人が、犯行当日午後 2 時頃、被害者に対して手拳
                                                   
(17) 高橋則夫『刑法総論〔第 3版〕』（成文堂、2016年）360頁。 
(18) これに対して、構成要件モデル（原因行為説）に依拠したと思われるものとして、大阪
地判昭和 51年 3月 4日判時 822号 109頁。 
(19) その他、大阪地判昭和 58年 3月 18日判時 1086号 158頁も参照。 
(20) 大阪高判昭和 56年 9月 30日高刑集 34巻 3号 385号。 
(21) 東京高判昭和 54年 5月 15日判時 937号 123頁。 






















 裁判所が客観的要素として言及したものには、❶第 1 行為（先行行為）が第 2 行為（後
行行為）にとって必要不可欠であること（裁判例〔１〕、裁判例〔２〕）、❷第 1 行為以後、







 これらの要素のうち、❶は、第 1 行為と第 2 行為が手段・目的の関係にある場合を念頭
に置くものであるが、暴行行為が連続して行われるような場合には妥当しない。それゆえ、
これを「一連の行為」の必要条件と考えることはできない。❸も、それが否定される裁判
例〔３〕（第 1行為と第 2行為の間には約 5時間の間隔が空き、兵庫県から千葉県へと移動
している。）の千葉地裁が、それにもかかわらず行為の一連性を肯定していることから、こ
れを「一連の行為」の必要条件と考えることはできない(24)。また、❹についても、裁判例



















けるものである。あるいは、第 2 行為の存在が結果を第 1 行為に帰属させることの障害に
ならないことを意味するともいえよう。しかし、❷にそのような効果が認められるとして












第 1 行為と第 2 行為は同一の意思の下に行われたものと推測される。また、❷が肯定され
ることで第 1 行為の時点で既に実行の着手を認めうるほどの危険性が認定される場合、そ
の時点で犯意（例えば、殺人既遂罪の故意）も認定されることになる。これは、第 1 行為





                                                   
(25) 最判昭和 34年 2月 5日刑集 13巻 1号 1頁。 
(26) 高橋直哉「複数の反撃行為と過剰防衛の成否」駿河台 26巻 2号（2013年）47頁参照。 
(27) 深町・前掲注（5）123頁参照。また、過剰防衛に限定した分析であるが、成瀬幸典「量
的過剰に関する一考察（二・完）」法学 75 巻 6 号（2012 年）759 頁、吉川友規「『一連の




































                                                   











































や、第 1行為と第 2行為を別個のものとして扱うのは相当ではない」のである(41)。 
 これらの見解は、第 1行為と第 2行為における意思の同一性によって、第 1行為後に第 2


















れたからといって必ずしも第 2 行為の遂行に至るわけではない。しかし、第 1 行為の時点
で第 2 行為を含めて意思決定をし、第 1 行為を遂行することでその意思を実行に移した場
合、行為者は既に第 2 行為も含めて刑法による禁止規範を突破しているため、そうでない
場合に比べ第 2 行為が遂行される可能性は高いといえそうである(42)。しかしながら、こう
した理解を是認し、第 1 行為の危険性を認定するにあたって第 2 行為も含めて考慮すると
しても、裁判所が挙げる要素❷を検討した際に述べたように、それが直ちに第 1行為と第 2
行為を結合しうるとする理由になるわけではない。第 2行為も併せて行われる蓋然性が第 1
行為に内在していると主張しただけでは、第 1 行為自体の危険性および発生結果の第 1 行










                                                   













刑雑 50 巻 2 号（2011 年）291 頁以下、小野晃正「防衛行為の個数について――『正当防





















































































































る。例えば、B が被害者 X を強姦することを知った A は、B に知られることなく、B が自
身の暴行により被害者の反抗を抑圧し、被害者を姦淫する（行為 B）最中、背後からけん銃
で被害者の抵抗を別途抑圧していた（行為 A）場合（【事例⑥】）、「Xに対する強姦」という
点で A と Bの意思は同じである。しかし、それにもかかわらず、片面的共同正犯を否定す










 この「意思実現」という観点から【事例⑤】を検討すると、たとえ Aと B が内容として
は同じ意思を有していたとしても、行為 Aは B の意思を実現するものではないし、また、
行為 Bも A の意思を実現するものではないため、A にとっても、B にとっても、【事例⑤】
に共同行為 A + Bは存在しないことになる。 
他方、【事例⑥】の場合、確かに Bの立場から見れば――【事例⑤】と同様に――行為 A
は Bの意思を実現するものではない。しかし、Aの立場から見ると、行為 Bは――たとえ B
が A の存在を認識していなかったとしても、知らず知らずのうちに――A の意思を実現し
ている、と評価することもできそうである。それゆえ、少なくとも「意思実現」という観
点からは、Aとの関係で共同行為 A + Bを認定する余地はあるといえる。 
（２）「相互調整」要件――「強盗罪における反抗抑圧後の財物奪取意思」を素材に―― 









引行為時点を t 1、自動車を海に突き落とす時点を t 2と置くと、t oにおける犯行計画は、ｔ
1におけるクロロホルム吸引行為と、t 2における突き落とし行為とに言及している。さらに、





























(60) Günther Jakobs, Zur Kritik der Fassung des Raubstatbestands, in: Festschrift für 
Eser, 2005, S. 328. Jakobsの見解を支持するものとして、森永真綱「強盗罪における反抗
抑圧後の領得意思――新たな暴行・脅迫必要説の批判的検討」甲法 51 巻 3 号（2011 年）
452頁以下。 
(61) Tatjana Hörnle, Wider das Dogma vom Finalzusammenhang bei Raub und Nötigung, 




































                                                   
(62) 西原春夫＝野村稔「暴行・脅迫後に財物奪取の意思を生じた場合と強盗罪の成否」判タ
329号（1976年）22頁。 
(63) 曽根威彦『刑法各論〔第 5版〕』（弘文堂、2012年）130頁。 



























































































                                                   
(1) Hans Welzel, Studien zum System des Strafrechts, ZStW 58 (1939), S. 549. 























数行為の場合（【図２】）であっても、関与者 Aにつき共同行為 A + Bを認定するには❶・❷・
❸の存在だけで十分であることになる。これに対して、❹は、「意思 Aの実現」との関係か
らはその必要性を論証することのできない要素である。たとえ B が Aの存在を認識してい
なかったとしても、Aが行為 Aおよび行為 Bを通じて自分の意思を実現しうることは【事例
⑥】が示す通りであり、❹の不存在は❶の成立を妨げるものではないからである。また、「A
に共同行為 A + Bを認めるには、同時に Bにも共同行為 A + Bが認められなければならない」























（ⅰ）Michael E. Bratman の共有された共同行為 
 Bratman によれば、二人が一緒にデュエットする、家をペンキで塗装する、旅をすると
いった「共有された共同行為（shared cooperative activity: SCA）」は、以下の 3つの特徴
を併せ持つものである。すなわち、❶相互応答性（mutual resposiveness）(7)、❷共同行為
                                                   















へのコミットメント（commitment to the joint activity）、❸相互援助へのコミットメント





  1a：Aは、「我々が～すること」(13)を意図している。 
  1b：Bは、「我々が～すること」を意図している。 
  2a：Aは、「我々は 、1 aおよび 1 bの下位計画が調和しており、そのような下位計画
に従って、かつそれが故に～すること」を意図している。 
  2b：Bは、「我々は 、1 aおよび 1 bの下位計画が調和しており、そのような下位計画
に従って、かつそれが故に～すること」を意図している。 
  3：Aと Bの間で 1・2が共通認識となっている。 
 





実が共通認識となっている（3）場合に、A と B の間に共有意図が成立し、両者の行為は
SCA（共同行為 A + B）と評価されることになる。 
                                                                                                                                                     





(9) Bratman, supra note 7, pp. 93-95. 
(10) 古田徹也「『共同行為』とは何か――ブラットマンの定義の批判的検討を通して――」
行為論研究 2号（2011年）13頁参照。 
(11) Bratman, supra note 7, pp. 100-103. 
(12) Bratmanはその後の論稿（Michael E. Bratman, Shared Agency, in: C. Mantzavinos 













 Bratman の見解を分析する片岡雅知によれば、A の 1a の「意図は共有知識となること
で Bにも知られているがゆえに、Bは Aの意図を考慮したうえで自らの行為の細部〔中略〕
を調整することが可能となって」おり、「逆も同じように言える」。二人が欲する事実を実
現させるには、「A は B がして欲しいと思っていることをする必要があるし、逆に B は A
























                                                   
(14) 片岡・前掲注（5）94頁以下。 
(15) 杉本・前掲注（6）224頁。 
(16) 大判大正 11年 2月 25日刑集 1巻 79頁。 
(17) 例えば、大塚仁『刑法概説（総論）〔第 4版〕』（有斐閣、2008年）291頁、福田平『全















































































                                                   
(24) 仲道・前掲注（23）185頁。 
(25) 仲道・前掲注（23）185頁。 
(26) Friedrich Dencker, Kausalität und Gesamttat, 1996, S. 153. 
(27) BGHSt 6, 248 [249]; BGHSt 24, 286 [288]. 
(28) Georg Küpper, Der gemeinsame Tatentschluß als unverzichtbares Moment der 
Mittäterschaft, ZStW 105 (1993), S. 301. 共同所為決意の機能は共同正犯者の統一性を基
礎づける点にあるのであって、それによってはじめて所為の共同性は成立しうるとする
Andreas Mosenheuer, Unterlassen und Beteiligung: Zur Abgrenzung von Täterschaft 
und Teilnahme bei Unterlassungsdelikten, 2009, S. 127も参照。 
(29) Ingeborg Puppe, Der gemeinsame Tatplan der Mittäter, ZIS 2007, S. 236. 
























るいは行為 A）の存在が B に影響を与え、その結果として B が行為 Aに合わせて自身の行
為 Bを調整し、他方で、B（あるいは行為 B）の存在が Aに影響を与え、その結果として A









                                                   
(31) Dencker, a. a. O. (Anm. 26), S. 157. 
(32) Dencker, a. a. O. (Anm. 26), S. 160. 
(33) 嶋矢貴之「過失犯の共同正犯論（２・完）――共同正犯論序説――」法協 121巻 10 号
（2004年）191頁。 
(34) 大塚裕史「過失犯の共同正犯の成立範囲――明石花火大会歩道橋副所長事件を契機とし





































うに、【事例⑥】の場合、行為 Aが Bの意思 Bを実現するものでない（【図２】❹の不成立）
以上、Bの立場から見れば共同行為 A + Bは存在しない。他方、Aの立場から見ると、行為 B
は知らず知らずのうちに Aの意思も併せて実現しているから、「意思実現」要件を充たして
いるといえる（【図２】❶の成立）。A・B間に意思連絡がなく、Bが Aの存在を認識してい
































の場合、A は、B の挙動から B の計画（X に対する強姦）を認識し、行為 Bに合わせて自
身の行為 Aを行っている。また、Bは、行為 Aの存在を認識してはいないが、行為 Aが創出
した状況に合わせることで行為 Bをより容易に継続できるようになろう。あるいは、それぞ
れ独立に A が X に対する暴行（行為 A）を、B が X からの財物奪取（行為 B）を計画して
いたところ、互いに、黙示の意思連絡すらすることなく相手の計画を偶然知り、相手の行
為に加功する意思をもって各自の行為を行った場合（【事例⑦】：相互的な片面的共同正犯）、
A は、B が行為 Aに合わせて調整してくれるとは思っていないが、行為 Bの状況に注視し、
                                                   








































第１項 Heiko H. Leschにおける客観的共同性 
 まず、共同性を客観的帰属の問題と解することを前提に、複数行為を共同実行と評価す
るには心理的共同性ではなく、客観的共同性が必要になるとするHeiko H. Lesch の見解を
                                                   
(38) 島田聡一郎「間接正犯と共同正犯」『神山敏雄先生古稀祝賀論文集第一巻』（成文堂、2006
年）465頁、同「共謀共同正犯論の現状と課題」『理論刑法学の探究❸』（成文堂、2010年）














































                                                   
(40) Heiko H. Lesch, Die Begründung mittäterschaftlicher Haftung als Moment der 
objektiven Zurechnung, ZStW 105 (1993), S. 281. 
(41) Lesch, a. a. O. (Anm. 40), S. 292. 
(42) Lesch, a. a. O. (Anm. 40), S. 282. 
(43) Lesch, a. a. O. (Anm. 40), S. 282 f. 
(44) Lesch, a. a. O. (Anm. 40), S. 283. 











まり、行為 Aから行為 Bへの客観的目的連関は欠けるが、行為 Bによる片面的な調整・結合
は認められるのである(46)。あるいは、A が被害者 X の殺害を計画していることを知った B
が、Aと共謀することなく Xに睡眠薬を飲ませ、ドアを開け、犯行に役立つ道具を用意し、
第三者の介入を阻止したところ（行為 B）、A が X を殺害した（行為 A）場合（【事例⑨】）、
B の行為は、A の行為との作用連関なしにはその意味を解釈することはできない(47)。それ




















                                                   
(46) Lesch, a. a. O. (Anm. 40), S. 284 f. 
(47) Lesch, a. a. O. (Anm. 40), S. 285. 
(48) 最決平成 24年 2月 8日刑集 66巻 4号 200頁。 











































例⑨】は、加功意思が（B から A へ）片面的であったとしても、行為の相互調整関係を認
めうることを示すものであって、片面的調整関係の是非を検討する事例としては適当でな
い。これに対して、【事例⑧】は、片面的な調整関係しか認められない場合である。という
















ているが、他方で、行為 Aは、行為 Bの有無・態様とは無関係に展開され、行為 Bに合わせ
て調整されることもないからである。さて、このような事例の場合、行為 Aの有無・態様は、
行為 Bから何らの影響も受けずに決定されている。そうすると、行為 Bとは独立に遂行・完


















ってしまう。【事例⑤】は A・B の間に意思連絡もなければ、行為 A・行為 Bの間に相互調
整もない場合であるが、両行為はいずれも被害者を直接殺害する危険性を有するものであ








けではないだろう。例えば、A と B が発砲する前に犯罪とはまったく関係のない話題（例
えば、当日の天気）について話していたとしても、あるいは X の殺害とはまったく別種の
犯罪について共謀していたとしても、それらが各発砲行為の共同性を基礎づけることはな




                                                   
(55) 金子・前掲注（53）198頁注 309。 































                                                   
(57) 例えば、最判昭和 43年 4月 23日民集 22巻 4号 964頁。この問題をめぐる判例理論に
ついては前田達明＝原田剛『共同不法行為法論』（成文堂、2012年）22頁以下参照。 
(58) 例えば、我妻栄『事務管理・不当利得・不法行為』（日本評論社、1937年）194頁。 
(59) 津地四日市支判昭和 47年 7月 24日判時 672号 30頁。 
(60) 大阪地判平成 3年 3月 29日判時 1383号 22頁。 
(61) 潮見佳男『不法行為法Ⅰ〔第 2版〕』（信山社、2009年）3頁以下参照。 
(62) 加藤一郎『不法行為〔増補版〕』（有斐閣、1974 年）205 頁以下。最判平成 13 年 3 月































































                                                   
(65) 松生・前掲注（54）233頁参照。 
(66) 刑法上の唯一の例外が同時傷害の特例（刑法 207条）である。 
(67) 例えば、団藤・前掲注（37）382頁以下、曽根・前掲注（64）558頁。 




































































































































                                                   












では A と B は同一の意思を有しているが、B の意思は行為 Aを経ることなく実現している
ため、Bとの関係で共同行為 A + Bを肯定することはできない。これに対して、Aの意思は、
行為 Aと行為 Bの両者を通じて実現しているといえるから、Aの関係では共同行為 A + Bを考
える余地がある（このように考える場合、共同行為の成否は関与者ごとに相対化されるこ
















































行為 A（暴行）と行為 B（財物奪取）が共同行為 A + Bを形成するとしても、あくまでも行為
Bは自己答責的な B が行ったものであるから、その部分についても A が正犯
・ ・
として刑事責















































A は、被害者に恨みを持っていたところ、B が被害者を強姦する際に B に
気づかれることなく被害者の足を押さえ、Bによる強姦を完遂させた。 
【事例②】 
強盗を共謀の上、A が被害者に暴行を加え、その間に B が被害者の財物を
奪取した。 
【事例③】 
A が被害者に暴行を加え、その間に B が被害者の財物を奪取した事案にお
いて、Bはその関係上 Aに対して強い立場にあり、それゆえ Aの心理に対
する B の影響力は拘束力を認めうるほどの強度であったが、他方で、A は







A が直接実行者 B に対して屏風をけん銃で撃つよう指示し、器物損壊の意
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総論』（成文堂、2015年）466 頁、前田雅英『刑法総論講義〔第 6版〕』（東京大学出版会、




義総論（下）Ⅱ』（有斐閣、2002 年）1433 頁、堀内捷三『刑法総論〔第 2 版〕』（有斐閣、
2004年）293頁、浅田和茂『刑法総論〔補正版〕』（成文堂、2007年）414頁以下、松宮孝
明『刑法総論〔第 4版〕』（成文堂、2009年）267頁以下、西田典之『刑法総論〔第 2版〕』
（弘文堂、2010 年）355 頁、小林憲太郎『刑法総論』（新世社、2014 年）158 頁以下、佐





























抗を抑圧した後で、事情を認識した後行者 B が Aと意思連絡した上で被害者から財物を奪



























































                                                   
(7) 植松正「片面的共犯否定への道標」『齊藤金作博士還暦祝賀（現代の共犯論）』（有斐閣、
1964年）259頁。 
(8) Claus Roxin, Täterschaft und Tatherrschaft, 9. Aufl., 2015, S. 759 f. Vgl. auch Rudolf 
Rengier, Strafrecht AT, 6. Aufl., 2014, 44/12. 
(9) 内海朋子「共同正犯における『意思連絡』の意義について（一）」亜大 39巻 2号（2005
















































































































































































































































のである」とする René Bloy, Grenzen der Täterschaft bei fremdhändiger Tatausführung, 





























                                                   




共同性と正犯性」北大法政ジャーナル 21・22巻（2015 年）56 頁以下も同趣旨であろう。 























ることも確かである(42)。例えば【事例①】の場合、意思連絡がない以上、A が B の計画を
正確に認識することは難しく、それに伴い B の行為を含めた役割分担を想定することも難
しくなる(43)。それゆえ、一般論としては、意思連絡のない関与者間に相互利用・補充関係
























































































(46) Claus Roxin, in: LK 11. Aufl., 2003, § 25 Rn. 173. 
(47) Bernd Schünemann, in: LK 12. Aufl., 2006, § 25 Rn. 173. 






































                                                   








































                                                   
(52) 中義勝「片面的共同正犯」関法 16 巻 4・5・6 号（1967 年）19 頁以下、嶋矢貴之「過
















































以上の理解を前提に、杉本は、このような（B に対する A の）心理的拘束を成立させる
には、Bが一方的に Aの意向を知っただけでは足りないとする。というのも、「自分が Aの
意向を知ってその実行を了承した、ということがAにも伝わっている」（Aに期待を与えた）

















(57) Kristina Steckermeier, Der Tatentschluss von Mittätern (§ 25 Absatz 2 StGB): 
Verlängerte Tatherrschaft als Zurechnungsgrund – eine empirisch gestützte Untersuch- 
ung, 2015, S. 63 ff., 152. Steckermeierの見解については、第２章第２節第４款第２項（118
頁以下）および拙稿「クリスティーナ・シュテッカーマイヤー『共同正犯の所為決意（ド




































ゆえ A の心理に対する B の影響力は拘束力を認めうるほどの強度であったが、他方で、A
は B の要求を渋々了承したに過ぎず、B に対する A の心理的影響力は微弱であったとする
（【事例③】）。【事例③】の Aが B を心理的に拘束していなかったとしても、暴行を担当し
ている以上、Aを強盗罪の共同正犯として処罰することは原則として否定されないはずであ
る。しかし、他の共同者（B）に対する心理的拘束を共同正犯の必要条件として厳格に要求
                                                   
(58) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 57), S. 156. 
(59) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 57), S. 178 f. 
(60) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 57), S. 192. 
(61) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 57), S. 195. 
(62) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 57), S. 181 ff. Steckermeierと同様に、共同所為決意を客
観的要素と解するものとして、Friedrich Dencker, Kausalität und Gesamttat, 1996, S. 



































の Aが Bの心理的拘束状態を自ら惹起する必要はないことになろう。例えば、Aと Bが意








が Aと意思連絡することなく、知らず知らずのうちに A に利用されることもあり得なくは
ない。したがって、Bの心理的拘束状態を惹起するにあたっても、また、そうした状態にあ
る Bを利用するにあたっても、A・B間の双方向的な意思連絡を不可欠の要件と解すること


















































































                                                   
(65) 内田・前掲注（2）8頁。 
(66) Günter Stratenwerth/Lothar Kuhlen, Strafrecht AT, 6. Aufl., 2011, S. 239. 
(67) Uwe Murmann, in: SSW-StGB 2. Aufl., 2014, § 25 Rn. 31. 

















 例えば、【事例①】の場合、Aと Bの間に意思連絡はないが、Bの姦淫行為は Aの意思を













































く」、「A の暴行と B の財物奪取とは、事実的のみならず法的にも相互に補足しあって、一
つの強盗という実行行為まで総合される」。そして、「そこにある実行行為の主体は、A・B
二人の物理的存在ではなく、すでに法律上意味ある人的結合にほかならない。この人的結
                                                   
(71) 第３章第２節第１款（145頁以下）参照。 





























うに思われる。しかし、そのように考える必然性はない。例えば、A が直接実行者 B に対
して屏風をけん銃で撃つよう指示し、器物損壊の意思で B が発砲したところ、実は屏風の







































































































                                                   
(78) 団藤・前掲注（2）391頁。 
(79) 大塚・前掲注（2）282頁。 
(80) 伊東研祐『刑法講義総論』（日本評論社、2010 年）351 頁。山中・前掲注（3）887 頁
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(81) 井田良『刑法総論の理論構造』（成文堂、2005年）351頁。 
(82) 前田・前掲注（2）343頁脚注 5。 







































第１項 相互委任説（Haasおよび Renzikowskiの見解） 
（１）Haasの見解 
 共同正犯者には他の共同者の行為が自らのもののように帰属する。その根拠を関与者間













(3) Volker Haas, in: Matt/Renzikowski StGB, 2013, § 25 Rn. 64. 
(4) Haasは、共同正犯を自身の行為に関する直接正犯と他者の行為に関する間接正犯から構
成されると考えているが、他者に委任することで「間接正犯」が成立すると解する点につ
いては、Volker Haas, Kritik der Tatherrschaftslehre, ZStW 2007, S. 537 ff.を参照。 
(5) Haas, a. a. O. (Anm. 3), § 25 Rn. 64. 




















であるが、Ralph Ingelfinger は、杉本や Steckermeier(10)と問題意識を共有しつつも、彼
らの見解よりも緩やかな要件を提示している。 












                                                   
(7) Vgl. auch Urs Kindhäuser, Handlungs- und normtheoretische Grundfragen der 
Mittäterschaft, in: Festschrift für Hollerbach, 2001, S. 645; ders, Strafrecht AT, 6. Aufl., 
2013, §40 Rn. 2. 
(8) Joachim Renzikowski, Zurechnungsprobleme bei Scheinmittäterschaft und verwand- 
ten Konstellationen, JuS 2013, S. 485. 
(9) Reinhart Maurach/Karl Heinz Gössel/Heinz Zipf/Dieter Dölling/Christian Laue/Joac- 
him Renzikowski, Strafrecht AT, 8. Aufl., 2014, § 49 Rn. 11. 
(10) 第４章第１節第３款第３項（181頁以下）参照。 
(11) Ralph Ingelfinger, “Schein”-Mittäter und Versuchsbeginn, JZ 1995, S. 709. 
(12) Ingelfinger, a. a. O. (Anm. 11), S. 710. 







































































Mosenheuer, Unterlassen und Beteiligung: Zur Abgrenzung von Täterschaft und 
Teilnahme bei Unterlassungsdelikten, 2009, S. 128 f.も参照。 
(14) Ingelfinger, a. a. O. (Anm. 11), S. 710. 


















まず、B の計画ないし行為を――必ずしも B との意思連絡に頼ることなく――認識・予
見した Aは、行為 Aおよび行為 Bを通じて自身の意思を実現しようとし、また、行為 Aと行
為 Bとの間に相互調整関係を形成することで、共同行為 A + Bの成立を基礎づける（①）。B
は、以上の事実を認識することで、Aが自身の計画の中に行為 Bを組み入れ、行為 Bを含む
共同行為 A + Bを通じて意思 Aを実現させようと企図していることを認識する。次に、行為 A
が法的観点から「重要な役割」を担うものと評価される場合、行為 Aは B が意図する犯罪
の成否にとっても重要であることになる（②）。それゆえ、B は、行為 Aに関するそうした
評価を基礎づける事実の認識を通じて、行為 Aおよびその行為者 A が自分にとって重要な
存在であることを認識する。つまり、①および②の認識を併せ持つ Bは、「自分にとって重
要な存在である Aが行為 Bを通じて彼の意思を実現しようとしている」ことを認識する（認






























要がある（認識 A：【認識 B：【①＋②】】）。したがって、行為 Bについて A を（共同）正犯




が認識 B：【①＋②】を有することも、また、A が認識 A：【認識 B：【①＋②】】を有するこ
とも必ずしも不可能ではないからである。意思連絡に依拠することなく Bが認識 B：【①＋
                                                   










②】を持つことも、あるいは A が認識 A：【認識 B：【①＋②】】を持つことも、いずれも稀
有な事態であるから、意思連絡なしに両方の成立を同時に認めうる可能性は限りなく















































                                                   
(19) 松原芳博『刑法総論』（日本評論社、2013年）376頁。 
 














心理的因果性 × 〇 
相互利用・補充関係 × 〇 
機能的行為支配 × 〇 
意思支配（心理的拘束） × 〇 
共同性（共同行為） × 〇 
共同意思主体（人的結合体） 〇 〇 
実行行為の一体性 × 〇 
























































(24) Vgl. Kristina Steckermeier, Der Tatentschluss von Mittätern (§ 25 Absatz 2 StGB): 
Verlängerte Tatherrschaft als Zurechnungsgrund – eine empirisch gestützte 
Untersuchung, 2015, S, 59 ff. 
(25) 中利太郎＝香城敏麿『量刑の実証的研究（司法研究報告書 15 輯 1 号）』（司法研修所、
1966年）44頁〔中利太郎〕。 
(26) 遠藤邦彦「量刑に関する諸問題（３）」判タ 1186 号（2005 年）39 頁も「共犯事案は、
複数人による犯行であって、犯罪が成功する蓋然性が高まり、法益侵害の危険性を高める
という意味で犯行自体に対する非難を強めるという面」を認めている。共犯事案における

































































                                                   
(28) 齊藤金作『刑法總論〔改訂版〕』（有斐閣、1955年）226頁以下。 
【表２】 
 危険性  役割  刑事責任 
単独犯 10 × 10 ＝ 100 















































































 意思連絡がなくても、A が B を一方的に利用することは可能であるし、B の犯行を物理
的に容易にし、心理的に促進することも可能である。また、Aが行為 Bを一方的に認識・予
見することで、Aの計画の中に行為 Bを組み込むことも可能である。そうすることで、Aの
                                                   
(33) Steckermeier, a. a. O. (Anm. 24), S. 175. 
(34) Christoph Knauer, Die Kollegialentscheidung im Strafrecht – Zugleich ein Beitrag 
zum Verhältnis von Kausalität und Mittäterschaft, 2001, S. 156. Simone Kamm, Die 







計画の中で A と B が役割分担（分業）し、相互に利用・補充し合うことで、Aの意図する
犯罪をより容易に、あるいはより確実に実現できるようになる。以上のように、行為 Bを一
方的に認識・予見している A は、行為 Bに合わせて自分の行為を調整するわけだが、他方








確かに、A は、意思連絡に依拠せずとも、B の挙動等を観察することによって B のその後
の行為を予測することはできる。しかし、その予測に不確定要素が伴うことも事実だろう。
A は、意思連絡を通じて B の意思を直接確認したわけではないから、その後に B がどのよ
うな行動に出るのか、あるいは状況の変化にどう対応するのか確信することはできない。






























































































































                                                   
(35) 山口厚『刑法総論〔第 3 版〕』（有斐閣、2016 年）367 頁。西田典之＝山口厚＝佐伯仁
志『注釈刑法第 1巻総論§§1～72』（有斐閣、2010年）853頁〔島田聡一郎〕も参照。 
































































































































































































































































































原則として、B の行為に関する A の他者関係的正犯性が否定されることはない。しかし、
















































































































































                                                   
(22) 大塚仁＝河上和雄＝佐藤文哉＝古田佑紀『大コンメンタール刑法第 5巻〔第 2版〕』（青
林書院、1999年）130頁〔村上光鵄〕。 
(23) 松本時夫「共謀共同正犯と判例・実務」刑雑 31巻 3号（1991年）318頁。 



























































東京高判昭和 40年 8月 9日が、実行行為のすべてを担当した以上、被告人が他の「主謀者



















































                                                   
(5) 実行行為のすべてを遂行したにもかかわらず共同正犯の成立を否定した裁判例〔７－
１〕：福岡高判昭和 27年 6月 11日、裁判例〔７－３〕：横浜地川崎支判昭和 51年 11月 25








意思が推認されるからであ〔る〕」とする裁判例〔４－１２〕：福岡地判昭和 59 年 8 月 30
日も参照。 
(7) 裁判例〔５－４〕：東京高判平成 8年 6月 25日。高利率の社債の募集等を行っているな
どの内容が記載された架空会社のパンフレットを送付する行為の実行行為性を肯定し、共
同正犯を認めたものとして、裁判例〔５－１０〕：広島高判平成 25年 4月 23日。 
(8) 裁判例〔５－５〕：大阪高判平成 8年 9月 17日。詐欺罪（振り込め詐欺）における詐取
金の回収を実行行為の一部と評価し、共同正犯を認めたものとして、裁判例〔５－８〕：金
沢地裁平成 24年 10月 23日。 
(9) 裁判例〔４－３〕：最判昭和 23 年 6 月 22 日。被害者の首を絞めて気絶させ、その後に
被害者を土中に埋めて窒息死させた場合に、被害者の首を絞めた被告人を「実行行為その
ものを担当しており、その役割が犯罪遂行に不可欠といえるほど重要であったことも明ら





































                                                   
(10) 覚せい剤の密売人 A と暴力団会長 B の間での覚せい剤譲渡を仲介した被告人に共同正




和 52年 2月 16日も参照。 
(11) 例えば、睡眠薬入りのカルピスを飲ませた裁判例〔１－４〕：大阪高判昭和 53 年 5 月
11日や既に他の共犯者に睡眠薬を飲まされた被害者に飲酒させた裁判例〔１－２６〕：福岡
地小倉支判平成 19年 10月 10日を参照。 
(12) 睡眠薬入りカプセルを準備した被告人に幇助犯を認めた裁判例〔１－２７〕：広島高判
平成 21年 4月 30日、睡眠導入剤を提供した被告人に幇助犯を認めた裁判例〔４－２３〕：
東京高判平成 25 年 5 月 28 日を参照。これに対して、睡眠薬の調達・提供がその他の間接
事実（動機や積極性、利益など）と相俟って心理的拘束力を生じさせるのであれば、睡眠
薬を調達・提供した被告人に重要な役割（要件②）を肯定しうると思われる（裁判例〔１
－１２〕：東京高判平成 6年 9月 16 日および裁判例〔１－３０〕：秋田地判平成 26年 8月
5日を参照）。 
(13) 裁判例〔３－１１〕：神戸地判平成 15年 5月 13日。 




















                                                   
(15) 被害者の殺害とそれに至る経過の確定的認識、自動車の用意、証拠物の放棄、実行犯の
出迎え、罪証隠滅を併せ考慮して被告人の共同正犯を認めた裁判例〔１－２３〕：東京地判
平成 18 年 3 月 27 日、自動車の提供、ガソリンの入手、死体の遺棄、ガムテープの提案・
用意、金銭的利益を併せ考慮して被告人の共同正犯を認めた裁判例〔４－１８〕：松山地判
平成 14年 9月 26日を参照。 
(16) 見張りを担当した者の共同正犯性を否定した裁判例として、裁判例〔１－３〕：大阪地
堺支判昭和 46 年 3 月 15 日、裁判例〔１－２５〕：松山地判平成 19 年 8 月 23 日、裁判例
〔３－２〕：東京地判昭和 41 年 6 月 4日、裁判例〔３－９〕：大阪地堺支判平成 11年 4 月
22日、裁判例〔３－１３〕：東京高判平成 22年 12月 8日、裁判例〔４－７〕：名古屋高判
昭和 36年 8月 15日、裁判例〔９－１７〕：東京高判平成 19年 8月 8日。 
(17) 監禁罪の場合、被害者の乗った自動車を運転することには実行行為性が認められるため、
重要な役割（要件②）は肯定される（裁判例〔９－１〕：大判昭和 10年 12月 3日）。 
(18) 裁判例〔６－１〕：東京地判平成 9 月 7 月 14 日および裁判例〔６－２〕：旭川地判平成
28年 9月 5日。 
(19) 裁判例〔３－１２〕：高松高判平成 20年 7月 14日。 
(20) 裁判例〔１－３０〕：秋田地判平成 26 年 8月 5日および裁判例〔３－１０〕：東京高判
平成 15年 1月 23日（事案❷）。 
(21) 運転手役の共同正犯性を否定した裁判例として、裁判例〔１－１９〕：仙台高判平成 15
年 7 月 8 日、裁判例〔３－９〕：大阪地堺支判平成 11 年 4 月 22日、裁判例〔４－１１〕：
千葉地松戸支判昭和 55 年 11 月 20 日、裁判例〔４－１９〕：富山地判平成 16 年 12 月 14
日、裁判例〔４－２１〕：名古屋地判平成 24 年 6 月 29 日、裁判例〔４－２４〕：水戸地判
平成 26年 10月 6日。なお、裁判例〔３－４〕：東京高判昭和 56年 10月 27日は、Aが自
車を運転しながら窃盗対象を物色し、その後 A が被害車両を窃取してそのまま運転し、被











                                                   
(22) 【Ⅰ—ⅳ】に該当する行為は、見張りや自動車の運転を含め、多岐にわたる。裁判例の
中では、例えば、【Ⅰ—ⅳ—ⅰ】犯行に必要な手段・道具の提供（裁判例〔１－３〕：大阪地
堺支判昭和 46年 3月 15日（電気釜のコードの提供：共同正犯否定）、裁判例〔１－１６〕：
東京地判平成 14 年 8 月 23 日（けん銃・実包の提供：共同正犯否定）、裁判例〔４－６〕：
神戸地判昭和 36年 4月 8日（ビニール紐の提供：共同正犯否定）、裁判例〔４－８〕：東京
地判昭和 42 年 1 月 12 日（ナイフの貸与：共同正犯否定）、裁判例〔４－１８〕：松山地判
平成 14 年 9 月 26 日（ガムテープの提供：共同正犯肯定）、裁判例〔５－２〕：東京高判昭
和 57 年 12 月 21 日（日本刀・重要美術品認定通知書用紙の提供：共同正犯否定）、裁判例
〔５－３〕：大阪地判昭和 59 年 2 月 29 日（契約書の提供：共同正犯肯定）、裁判例〔５－
９〕：東京高判平成 25 年 2 月 20 日（休業損害証書の作成：共同正犯否定）、裁判例〔８－
１〕：東京地判昭和 57年 7月 28日（拳銃の調達：共同正犯否定）、裁判例〔９－９〕：福岡
高判昭和 61 年 9 月 11 日（船舶の提供・運航：共同正犯否定）、裁判例〔９－１２〕：東京
高判平成 9年 12月 18日（内容虚偽の文書の作成・提出：共同正犯否定）、裁判例〔９－１
３〕：東京地判平成 10 年 8 月 19 日（必要書類等の提供：共同正犯肯定）、裁判例〔９－１
６〕：東京地判平成 13年 11月 8日（内容虚偽の書類の作成・提出：共同正犯肯定））、【Ⅰ—




判昭和 60年 3月 20日（試験問題購入希望者の斡旋：共同正犯否定）、裁判例〔７－１５〕：
神戸地判平成 17年 4月 18日（麻薬の送付先の提供：共同正犯否定）、裁判例〔９－１１〕：
東京地判平成 8年 3月 28日（公然わいせつの場所「カップル喫茶」の営業：共同正犯否定）、
裁判例〔９－１９〕：新潟地判平成 23年 9月 9日（賭博場所の提供：共同正犯否定））、【Ⅰ
—ⅳ—ⅲ】資金提供（裁判例〔１－１４〕：福岡高那覇支判平成 10年 5月 19日（共同正犯肯
定）、裁判例〔４－１３〕：浦和地判平成元年 3月 2日（共同正犯否定）、裁判例〔７－７〕：
最決昭和 57 年 7 月 16 日（共同正犯肯定）、裁判例〔７－１０〕：大阪高判昭和 63 年 7 月
26日（共同正犯一部否定）、裁判例〔７－１７〕：東京地判平成 20年 5月 14日（共同正犯
肯定）、裁判例〔８－２〕：大阪地判昭和 58 年 11 月 30 日（共同正犯否定）、裁判例〔７－
１９〕：大分地判平成 27 年 10 月 15 日（共同正犯否定）、裁判例〔８－２〕：大阪地判昭和
58年 11月 30日（共同正犯否定））、【Ⅰ—ⅳ—ⅳ】情報提供（裁判例〔１－２６〕：福岡地小
倉支判平成 19年 10月 10日（共同正犯肯定）、裁判例〔１－２８〕：福岡高判平成 22年 10
月 15日（共同正犯肯定）、裁判例〔３－１４〕：金沢地判平成 26年 7月 24日（共同正犯肯
定）、裁判例〔４－６〕：神戸地判昭和 36年 4月 8日（共同正犯否定）、裁判例〔４－１６〕：
東京高判平成 13年 1月 17日（共同正犯否定）、裁判例〔９－１５〕：札幌高判平成 13年 2
月 8日（強盗殺人未遂につき共同正犯肯定）、裁判例〔９－２０〕：横浜地判平成 25年 9月
30 日（共同正犯否定））、【Ⅰ—ⅳ—ⅴ】障害の排除（裁判例〔１－１〕：大判明治 37 年 5 月
27日（下女の誘導：共同正犯肯定）、裁判例〔３－３〕：東京高判昭和 43年 1月 11日（窓
の桟の除去：共同正犯否定）、裁判例〔４－１４〕：富山地判平成 5年 7月 15日（勝手口の
開錠：共同正犯肯定））、【Ⅰ—ⅳ—ⅵ】被害者の誘い出し（裁判例〔３－１〕：大判明治 41年
2月 27日（共同正犯肯定）、裁判例〔４－２〕：大判昭和 10年 6月 25日（共同正犯肯定）、
裁判例〔４－２５〕：山形地判平成 28年 8月 5日（共同正犯肯定））、【Ⅰ—ⅳ—ⅶ】共犯者ら
の仲介・連絡役（裁判例〔４－２２〕：東京地判平成 24 年 9 月 14 日（共同正犯肯定）、裁






























































                                                                                                                                                     
平成 12 年 4 月 12 日（共同正犯肯定）、裁判例〔７－１３〕：福岡地判平成 13 年 3 月 1 日
（共同正犯肯定）、裁判例〔７－１７〕：東京地判平成 20年 5月 14日（共同正犯肯定）、裁
判例〔８－２〕：大阪地判昭和 58年 11月 30日（共同正犯否定））、【Ⅰ—ⅳ—ⅷ】地理案内（裁
判例〔１－６〕：大阪地判昭和 58 年 12 月 15 日（共同正犯否定）、裁判例〔１－２４〕：神




の理由の一つにした裁判例〔８－１〕：東京地判昭和 57年 7月 28日は、リスクの負担を避
けようとする被告人の態度が共同正犯の成立を否定する方向に作用することを示唆する。 
(25) 裁判例〔４－１７〕：最決平成 13年 10年 25日。 
(26) 例えば、裁判例〔１－１５〕：札幌地判平成 12年 1月 27 日は、被告人には「Aの望み
を聞いてやり、Aにいいところを見せてその歓心を買おうという動機があった」と認定して
いる。 




































(29) 裁判例〔１－１４〕：福岡高那覇支判平成 10年 5月 19日、裁判例〔８－５〕：最決平成
15 年 5 月 1 日、裁判例〔８－６〕：最決平成 17 年 11 月 29 日、裁判例〔８－７〕：最判平
成 21年 10月 19日。しかし、上位者としての地位は、あくまでも共同正犯の成立要件の間
接事実の一つに過ぎず、常に共同正犯を成立させるわけではない（裁判例〔１－８〕：東京
高判昭和 60年 9月 30日、裁判例〔１－１１〕：浦和地判平成 3年 3月 22日、裁判例〔９
－４〕：札幌地判昭和 40 年 3 月 15 日を参照）。また、組織内の上下関係はあくまでも「心
理的拘束力」の間接事実であるから、組織の下位者が他の類型の重要な役割（例えば、実
行行為の一部）によって犯罪に関与した場合は、当然に共同正犯を認めうる（従属的な立








































                                                   






判例〔１－２４〕：神戸地判平成 18年 11月 30日、「被告人でなくともなし得る形式的・機
械的行為を行ったにすぎ〔ない〕」ことを理由に共同正犯の成立を否定した裁判例〔８－
３〕：東京地判昭和 63年 7月 27日、「〔共犯者〕の指示に基づいて行われた極めて単純かつ
機械的なものであ〔る〕」ことを理由に共同正犯の成立を否定した裁判例〔９－１０〕：東
京地判平成 2年 10月 12日、被告人 Eの「行為自体はいずれも極めて単純な機械的幇助行
為にすぎない」ことを理由に共同正犯の成立を否定した長崎地佐世保支判昭和 60年 11月 6
日（裁判例〔９－９〕：福岡高判昭和 61年 9月 11日の原審）を、他方で、「単純な事務的、
機械的作業の類ではな〔い〕」ことを理由に共同正犯の成立を肯定した裁判例〔５－４〕：




の存在を挙げる裁判例〔８－５〕：最決平成 15 年 5 月 1 日刑集 57 巻 5 号 507 頁、および
被告人の世話と警護を担当する「親衛隊」の存在を挙げる裁判例〔８－６〕：最決平成 17
























                                                   
(32) 裁判例〔１－２１〕：仙台高判平成 16年 12月 21、裁判例〔５－３〕：大阪地判昭和 59
年 2月 29日、裁判例〔８－５〕：最決平成 15年 5月 1日、裁判例〔８－６〕：最決平成 17
年 11月 29日。 
(33) 未必の故意による共同正犯を認めたものとして、裁判例〔５－３〕：大阪地判昭和 59年
2 月 29 日、裁判例〔５－７〕：東京高判平成 23 年 11 月 25 日、裁判例〔９－１８〕：最決





広島高判平成 25年 4月 23日を参照。 
(35) 裁判例〔４－１９〕：富山地判平成 16年 12月 14日。裁判例〔４－９〕：大阪地判昭和
43年 11月 16日も「本件強盗について特段の謀議をしたような事実は全く認めない」こと
を被告人に共同正犯が成立しないことの理由の一つに挙げている。 
(36) 共犯者 A によるけん銃所持について、「A との間で十分な意思連絡をする暇はない状況
にあった」ことを共同正犯否定の理由の一つに挙げるものとして、裁判例〔８－４〕：東京
地判平成 3年 7月 22日。 
(37) 供与罪の共同正犯の成立を否定する際に、被告人が「本件の金員が供与されるものとの
確定的な認識を持っていたとはなし難い」ことに言及するものとして、裁判例〔９－８〕：
大阪地判昭和 56年 5月 30日。 
(38) 裁判例〔１－２〕：大阪地判昭和 39 年 11 月 4 日、裁判例〔１－２０〕：福岡地判平成
16 年 5 月 27 日、裁判例〔３－７〕：札幌高判昭和 60 年 3 月 20日、裁判例〔３－９〕：大
阪地堺支判平成 11 年 4 月 22 日、裁判例〔３－１３〕：東京高判平成 22 年 12 月 8 日、裁
判例〔４－８〕：東京地判昭和 42 年 1 月 12 日、裁判例〔４－１３〕：浦和地判平成元年 3
月 2 日、裁判例〔４－２４〕：水戸地判平成 26 年 10 月 6 日、裁判例〔５－２〕：東京高判
昭和 57 年 12 月 21 日、裁判例〔５－１２〕：名古屋地判平成 27 年 4 月 27 日（事案❷）、












































                                                                                                                                                     
年 12月 21日（事案❷）、裁判例〔８－３〕：東京地判昭和 63年 7月 27日。 


































                                                   
(41) 意思連絡があまりにも抽象的過ぎる場合、実行犯が遂行する犯罪を認識できなくなるこ
ともある。この場合、教唆犯・幇助犯の成立に必要な「意思実現」要件すら否定され、関
与者は無罪になる（裁判例〔４－８〕：東京地判昭和 42年 1月 12日）。 
(42) 例えば、実行犯が「共同犯行の認識の下に行動したことを認めるに足る証拠もない」と
した裁判例〔１－２〕：大阪地判昭和 39 年 11 月 4 日、「実行犯には、被告人とともに被害
者殺害を行うという共同実行の意思に欠けていたとの合理的な疑いを入れる余地があ〔る〕」
とした裁判例〔１－２０〕：福岡地判平成 16 年 5 月 27 日、「両者が共同意思の下に一体と
なつて、互いに他の行為を利用して右各窃盗を行つたなどということはできない」とした
裁判例〔３－７〕：札幌高判昭和 60 年 3 月 20 日、「共謀と評価できるだけの緊密な意思連
絡が形成されていたということもできない」とした裁判例〔７－１５〕：神戸地判平成 17
年 4月 18日を参照。 
(43) 裁判例〔１－１２〕：東京高判平成 6 年 9月 16日、裁判例〔１－１４〕：福岡高那覇支
判平成 10 年 5 月 19 日、裁判例〔１－１５〕：札幌地判平成 12 年 1 月 27 日、裁判例〔１
－１８〕：広島地判平成 15 年 3 月 24 日、裁判例〔１－３０〕：秋田地判平成 26 年 8 月 5
日、裁判例〔３－１２〕：高松高判平成 20 年 7 月 14 日、裁判例〔３－１４〕：金沢地判平
成 26年 7月 24日、裁判例〔４－１４〕：富山地判平成 5年 7月 15日、裁判例〔４－１８〕：
松山地判平成 14 年 9 月 26 日、裁判例〔４－２２〕：東京地判平成 24 年 9 月 14 日、裁判
例〔５－４〕：東京高判平成 8年 6 月 25日、裁判例〔５－１０〕：広島高判平成 25年 4月
















                                                                                                                                                     
成 18年 12月 27日、裁判例〔７－１７〕：東京地判平成 20年 5月 14日、裁判例〔９－１
６〕：東京地判平成 13年 11月 8日、裁判例〔９－１７〕：東京高判平成 19年 8月 8日（❹
事案）、裁判例〔９－１８〕：最決平成 19年 11月 14日。 
(44) 積極性は、承継的共同正犯を認める根拠として言及されることもある（裁判例〔１－
９〕：大阪高判昭和 62 年 7 月 10 日、裁判例〔４－１４〕：富山地判平成 5 年 7 月 15 日、
裁判例〔５－１〕：横浜地判昭和 56年 7月 17日を参照。）。 
(45) 裁判例〔１－３〕：大阪地堺支判昭和 46年 3月 15日、裁判例〔１－６〕：大阪地判昭和
58年 12月 15日、裁判例〔１－１６〕：東京地判平成 14年 8月 23日、裁判例〔１－２０〕：
福岡地判平成 16年 5月 27日、裁判例〔１－２４〕：神戸地判平成 18年 11月 30日、裁判
例〔１－２５〕：松山地判平成 19 年 8 月 23 日、裁判例〔３－２〕：東京地判昭和 41 年 6
月 4 日、裁判例〔３－７〕：札幌高判昭和 60 年 3 月 20 日、裁判例〔３－９〕：大阪地堺支
判平成 11年 4月 22日、裁判例〔４－６〕：神戸地判昭和 36年 4月 8日、裁判例〔４－１
６〕：東京高判平成 13年 1月 17日、裁判例〔４－１９〕：富山地判平成 16年 12月 14日、
裁判例〔４－２３〕：東京高判平成 25年 5月 28日、裁判例〔４－２４〕：水戸地判平成 26
年 10 月 6 日、裁判例〔４－２５〕：山形地判平成 28 年 8月 5日、裁判例〔５－９〕：東京
高判平成 25年 2月 20日、裁判例〔５－１１〕：大阪地判平成 27年 2月 17日、裁判例〔５
－１２〕：名古屋地判平成 27 年 4 月 27 日（❷事案）、裁判例〔７－１５〕：神戸地判平成
17年 4月 18日、裁判例〔７－１９〕：大分地判平成 27年 10 月 15日、裁判例〔８－１〕：
東京地判昭和 57年 7月 28日、裁判例〔８－２〕：大阪地判昭和 58年 11月 30日、裁判例
〔９－２〕：名古屋高判昭和 27年 12月 10日、裁判例〔９－４〕：札幌地判昭和 40年 3月
15日、裁判例〔９－１０〕：東京地判平成 2年 10月 12日、裁判例〔９－１７〕：東京高判
平成 19年 8月 8日（❶・❷・❸事案）、裁判例〔９－１９〕：新潟地判平成 23年 9月 9日、
裁判例〔９－２０〕：横浜地判平成 25年 9月 30日。 
(46) 被告人の関与が「必ずしも積極的とはいえない」場合に共同正犯の成立を認めたものと
して、裁判例〔７－１２〕：東京地判平成 12年 4月 12日。 
(47) 詐欺罪が問題になった事案において、自己の利益の不存在を理由の一つに共同正犯を否
定したものとして、裁判例〔５－９〕：東京高判平成 25年 2月 20日、裁判例〔５－１１〕：
大阪地判平成 27 年 2 月 17 日、裁判例〔５－１２〕：名古屋地判平成 27 年 4 月 27 日（❷
事案）。 

































                                                   
(49) 他の共犯者らが取得した金員等をまず分け合い、そのうちの一人が得た金員等から被告
人の報酬が支払われる場合、被告人の共同正犯性は否定される傾向にある（裁判例〔１－
１９〕：仙台高判平成 15年 7月 8日、裁判例〔４－６〕：神戸地判昭和 36年 4月 8日、裁
判例〔４－１９〕：富山地判平成 16年 12月 14日）。こうした場合、被告人が自身に報酬を
支払うことのない共犯者に対して強い心理的影響力を及ぼすことは難しくなる。これは、
犯罪全体に対する被告人の正犯性を否定する方向に作用する事情であるといえる。 
(50) 裁判例〔５－１１〕：大阪地判平成 27年 2月 17日。 
(51) 裁判例〔４－１６〕：東京高判平成 13年 1月 17日、裁判例〔５－１２〕：名古屋地判平




















































































                                                   
(55) なお、事実的な因果性の有無・程度に関しては、Ⅰ「行為の内容・役割」、Ⅱ「他の共
犯者との人的関係」、Ⅲ「犯意・情報の共有」がその間接事実として考慮されると思われる。 
(56) 一方で、裁判例〔１－２１〕：仙台高判平成 16 年 12 月 21 日は、共犯者が被害者に再
び暴行を加える可能性が一定程度あることを認識しながら放置した事案について共同正犯




る。裁判例〔４－１５〕：東京地判平成 7年 10月 9日も参照。 
(57) 計画に齟齬が生じた事案につき、「従前の共謀とは異なる別個の犯意に基づくものとみ
ることは困難である」として、被告人に共同正犯の成立を認めたものとして、裁判例〔４























                                                   
(58) 裁判例〔１－８〕：東京高判昭和 60年 9月 30日は、「未必的であるにせよ相手の殺害を
認容することは、本件のような目的による『拉致』の観念と正面から矛盾することとなる
ものといわざるを得ない」として、被告人に無罪を言い渡している。 
(59) 裁判例〔１－１１〕：浦和地判平成 3年 3月 22日は、実行犯が行った行為のうち、当初
の目的（被害者に対する制裁・復讐）とは異なる動機・目的に基づいて行われた部分につ
いて、被告人は共同正犯としての責任を負わないと判示している。 
(60) 裁判例〔１－１３〕：最判平成 6年 12月 6日。 
(61) 【Ⅴ—ⅱ＋／－】動機・前提状況の連続性については、以下の裁判例も参考になる。被告
人らがトルエン 6 缶の販売を共謀したところ、その 2 か月後に共犯者 A がそのうちの 1缶
を販売した事案について、A 以外の被告人らに無罪を言い渡した裁判例〔９－７〕：東京地







(62) 裁判例〔１－１０〕：大阪地判平成 2年 4月 24日、裁判例〔２－１〕：大阪高判昭和 41
年 6月 24日、裁判例〔２－２〕：神戸地判昭和 41年 12月 21日、裁判例〔９－１４〕：東
京地判平成 12年 7月 4日、裁判例〔４－４〕：福岡高判昭和 28年 1月 12日。 
(63) 関与者が自主的に離脱した場合だけでなく、他の関与者により強制的に共犯関係から排

































                                                   
(64) もっとも、被告人による同行の了承が共犯者を決意させ、あるいは共犯者に安心感を与
えるとともに、被告人の同行が被害者を威圧する効果を持つときは、事実的因果性の存在
を肯定できる（裁判例〔５－１１〕：大阪地判平成 27年 2月 17日）。 








































                                                   












































































































（ⅰ）裁判例〔１－３１〕：盛岡地判平成 26年 9月 24日 

















（ⅱ）裁判例〔５－６〕：高松高判平成 12年 7月 18日 
 本件では、被告人、B、Cの 3名が偽装事故により受傷したように装い、それぞれが保険
金支払請求手続を行って保険金を取得した場合に、支払請求手続に関与せず、利益の分配


























（ⅲ）裁判例〔１－１２〕：東京高判平成 6年 9月 16日 
 生命保険金の受取人 A と被害者殺害の実行犯 Bの間の仲介役として関与した被告人は、
ⓐB に本件犯行を持ち掛けてその承諾を得て、ⓑ殺害実行を B に催促し、ⓒB から受け取

















（ⅳ）裁判例〔１－１８〕：広島地判平成 15年 3月 24日 
 生命保険金を騙取する目的で合名会社を設立し、被害者をその役員にするにあたって、
被告人は、ⓐ会社設立登記や役員変更登記の申請書類等を作成し、ⓑ保険契約手続の代理















                                                   
(68) 本件は、被告人の一存では集団圧力を排除できない場合（心理的拘束力②）に該当する
（本款【表４】（251頁）参照）。 
(69) これに対して、裁判例〔１－１６〕：東京地判平成 14年 8月 23日の場合、被告人は、
ⓐBを実行犯として A に紹介し、ⓑけん銃および実包を B に渡し、ⓒけん銃提供の対価と
して 150万円を受け取っているが、ⓓ背後者 Aに実行犯 Bを紹介して以降、謀議には参加







認できる。裁判例〔１－２４〕：神戸地判平成 18年 11月 30日も参照。 




















































（ⅵ）裁判例〔３－１５〕：福岡高判平成 28年 5月 11日 
 本件において、被告人は、ⓐ資金提供者 B の指示により実行犯 Aらが盗品の数量等をご













（ⅶ）裁判例〔４－１４〕：富山地判平成 5年 7月 15日 












（ⅷ）裁判例〔７－７〕：最決昭和 57年 7月 16日 
 本件において、被告人は、ⓐ大麻を入手したいという欲求のもとに（【Ⅳ—ⅰ＋】）、ⓑ日頃
                                                                                                                                                     
款【表４】（251頁）参照）。 
(72) これに対して、共犯者 A による侵入窃盗に先立ち、窓ガラス付近にあった桟を排除し、
























（ⅸ）裁判例〔８－５〕：最決平成 15年 5月 1日 
 本件は、暴力団の組長である被告人がⓐ遊行目的での上京を B に伝えたところ、ⓑB が
                                                   
(73) 密輸入が問題になった事案としては、裁判例〔８－１〕：東京地判昭和 57年 7月 28日、

























































（ⅰ）裁判例〔１－１９〕：仙台高判平成 15年 7月 8日 




せる際にその自動車を押し、ⓓ報酬として Aから 100万円を受け取っている。 
                                                   


















（ⅱ）裁判例〔１－２７〕：広島高判平成 21年 4月 30日 













（ⅲ）裁判例〔３－６〕：仙台高判昭和 59年 12月 6日 
 かねてから骨董品に興味を持っていた本件被告人は、生活費に困窮していた A に対し、
ⓐその買い取りと他転売しないことを約束した上で、執拗に窃盗に行くことを促し、ⓑ犯




                                                   


























（ⅳ）裁判例〔５－２〕：東京高判昭和 57年 12月 21日 











                                                   
(76) 同種の事案として、裁判例〔５－９〕：東京高判平成 25年 2月 20日がある（裁判例〔９























































は疑わしい。裁判例〔９－１６〕：東京地判平成 13年 11月 8日も参照。 
(77) 以下の裁判例以外には裁判例〔１－８〕：東京高判昭和 60年 9月 30日、裁判例〔１－
１１〕：浦和地判平成 3年 3月 22日も参照。 
(78) 豊田兼彦「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 7版〕』（有斐閣、2014年）182頁以下。 
















ⅲ＋】）に加え、暴力団 X 組による組織的犯行であること（【Ⅱ—ⅰ＋】）、A は X 組組員であ













（ⅱ）裁判例〔１－１３〕：最判平成 6年 12月 6日 
 本件は、被告人らが被害者の侵害に対して Aと共同で防衛行為（暴行）を行ったところ、


























（ⅲ）裁判例〔７－１０〕：大阪高判昭和 63年 7月 26日 
 被告人は、ⓐ覚せい剤 2 キログラムを密輸入することを A らと共謀し、ⓑ購入資金や経
費として 240 万円を用意し、仕入れ役の A らに提供している。その後、A らは、ⓒ卸元か
ら覚せい剤 5 キログラムを受け取ったが、被告人に対する反感から、計画外の覚せい剤 3
キログラムについては被告人に知らせることなく日本へ密輸入している。 















                                                   


























（ⅰ）裁判例〔１－１０〕：大阪地判平成 2年 4月 24日 























                                                   
(81) 以下の裁判例以外には裁判例〔２－１〕：大阪高判昭和 41年 6月 24日、裁判例〔２－
２〕：神戸地判昭和 41 年 12 月 21 日、裁判例〔４－４〕：福岡高判昭和 28 年 1 月 12 日、
































（ⅰ）裁判例〔５－５〕：大阪高判平成 8年 9月 17日 
 本件被告人は、暴力団員 Aが被害者に対して 1000万円の交付を要求した際、ⓐその額を
300 万円に下げるよう値引き交渉し、ⓑ被害者が持参した 300 万円のうちの 250 万円を A
に届け、喝取金受渡しの仲介を行った。本件については、原審が恐喝罪の共同正犯を肯定
したのに対して、大阪高裁は幇助犯の成立にとどまると判示している。 








                                                   
(83) 裁判例〔１－１０〕と同様に、幇助犯の成立可能性は残されている。 
(84) 以下の裁判例以外には裁判例〔７－１〕：福岡高判昭和 27 年 6 月 11日、裁判例〔７－



































                                                   
(85) 裁判例〔４－１２〕については、終章第２節第１款第４項（227頁）を参照。 










































                                                   
(87) 西田典之ほか編『注釈刑法第 1巻総論』（有斐閣、2010年）940頁〔島田聡一郎〕。 
(88) 松宮孝明『刑法総論講義〔第 4版〕』256頁以下参照。 
(89) 類似の事案として、被告人に賭場開帳図利の幇助犯を認めた裁判例〔９－３〕：静岡簡
判昭和 35年 11月 7日。 

























（ⅰ）裁判例〔４－１７〕：最決平成 13年 10年 25日 















（ⅱ）裁判例〔３－５〕：最決昭和 58年 9月 21日 
 本件被告人は、日頃被告人の言動に逆らう素振りを見せる都度顔面にタバコの火を押し
つけたり、ドライバーで顔をこすったりするなどの暴行を加えて自己の意のままに従わせ



























                                                   


































































 ※ ＋：共同正犯の成立に積極的に作用する事情 
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裁判例〔１－１〕：大判明治 37年 5月 27日刑録 10輯 1145頁 
【事案】 
 本件は、Aが被害者を殺害するにあたって、被告人らが被害者の護身用短刀を隠し、被害
者の熟睡を待って上記短刀を A に渡した上、A の犯行の障害を排除するために下女 2 名を
他の場所へ誘導した事案である。 
【判旨】 




裁判例〔１－２〕：大阪地判昭和 39年 11月 4日下刑集 6巻 11・12号 126頁、判タ 170号
261頁 
【事案の概要】 
 本件は、被告人が、日本共産党中央委員会議長である被害者に対する A の殺人未遂に先
立ち、いわゆる「一人一殺」「一殺多生」の右翼精神を体してテロを遂行してもらいたいと

































裁判例〔１－４〕：大阪高判昭和 53年 5月 11日判時 919号 112頁、判タ 369号 437頁 
【事案の概要】 













































裁判例〔１－６〕：大阪地判昭和 58年 12月 15日判時 1123号 141頁 
【事案の概要】 




















































裁判例〔１－８〕：東京高判昭和 60年 9月 30日判タ 620号 214頁(2) 




































裁判例〔１－９〕：大阪高判昭和 62年 7月 10日高刑集 40巻 3号 720頁、判時 1261号 132
頁、判タ 652号 254頁(3) 
                                                                                                                                                     
和六〇年九・三〇東京高裁判決）――」自正 39巻 8号（1988年）63頁以下参照。 
(3) 本件については、大谷實「承継的共同正犯の成立要件」法セミ 33 巻 10 号（1988 年）





 本件は、A が B と共謀の上、❶被害者方および暴力団 X 組事務所へ連行するタクシー内
で被害者に顔面を殴打するなどの暴行を加え、❷事務所に居合わせた C とも共謀の上、こ
もごも手拳、木刀およびガラス製灰皿で殴打したり、足蹴りにする暴行を加えたところ、





















裁判例〔１－１０〕：大阪地判平成 2年 4月 24日判タ 764号 264頁 
【事案の概要】 




                                                                                                                                                     
頁以下、内田文昭「いわゆる承継的共同正犯の成否」判タ 702 号（1989 年）68 頁以下、
坪内利彦「いわゆる承継的共同正犯の成立要件」研修 491 号（1989 年）73 頁以下、野口
元郎「承継的共同正犯の成立要件」研修 579号（1996年）63頁以下、高橋則夫「判批」『刑
法判例百選Ⅰ〔第 4版〕』（有斐閣、1997年）168頁以下、林美月子「判批」『刑法判例百選










とせず、その夜 B に適当な理由を言って本件けん銃を渡して帰宅し、翌二七日には、A ら
と連絡を断ち、前夜同被告人から指示されていた同日の Y 組襲撃の実行を放置し、その翌
二八日の夜、B に架電した際には〔中略〕あいまいなことを言い、怒った B に『もう、よ







裁判例〔１－１１〕：浦和地判平成 3年 3月 22日判時 1398号 133頁、判タ 771号 263頁 
【事案の概要】 
 暴力団 X 組の組長である被告人が、被害者に制裁を加える意図の下で、配下組員 A らに




































が、B が被害者の捕捉に何度も失敗したため、A から B ともども叱咤されるに及び、被告
人ら 3 名は改めて被害者殺害の決意を確認し合った。A から睡眠薬の使用を提案された被















































裁判例〔１－１４〕：福岡高那覇支判平成 10年 5月 19日高検速報（平 10）号 125頁 






48 巻 4 号（1996 年）242 頁以下、船山泰範「正当防衛の共同と侵害終了後の共謀」判評
448号（判時 1561号）（1996年）69頁以下、前田雅英「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 4版〕』
（有斐閣、1996 年）194 頁以下、佐伯仁志「正当防衛と共犯からの離脱」ジュリ 1125 号
（1997年）148頁以下、東公明「過剰防衛と共同正犯」創法 26巻 2・3号（1997年）173




















を促し」、⑥本件犯行の 2、3 日前頃、A に対立組織に対する襲撃を指示し、B に対しても





裁判例〔１－１５〕：札幌地判平成 12年 1月 27日判タ 1058号 283頁(5) 
【事案の概要】 
 本件は、Aが夫である被害者に不満を募らせ、Aに対する暴行を被告人に依頼し、被告人










中心とした人間関係を十分に利用して A と Bらとの仲介を積極的にしており、こうした被
                                                   
(5) 本件については、山田利行「判批」研修 639 号（2001 年）51 頁以下、小林憲太郎「判








のところに被告人が報酬を取りに行き、これを B及び C に渡すという形で、被告人を介し
て行われていて、被告人自身も、その報酬二三万円のうちから二万円受け取っている」が、




裁判例〔１－１６〕：東京地判平成 14年 8月 23日 D1—Law／ID 28135208 
【事案の概要】 
 本件は、Aらによる被害者らに対する殺人罪および殺人未遂罪を実行するに先立ち、被告
人が、A から殺人の実行者の紹介を依頼されてこれを引き受け、A に B をその実行者とし
て紹介し、Aから Bに被害者らの殺害を依頼して B がこれを引き受け、共謀を成立させる
に至らせ、また、被告人の所持するけん銃を B に渡して欲しい旨依頼され、けん銃 1 丁お
よび実包 5発を Bに渡した事案である。 
【判旨】 
 東京地裁は、被告人について、①「A と B とを引き合わせ、A と B が話をしているテー











裁判例〔１－１７〕：名古屋高判平成 14年 8月 29日高検速報（平 14）号 134頁、判時 1831
号 158頁(6) 
【事案の概要】 
 被告人は、❶共犯者 B とともに被害者に暴行を加えたところ、これを見ていた Cが制止
したことをきっかけとして暴行を中止し、被害者をベンチに連れて行って「大丈夫か」な
                                                   
(6) 本件について、小林憲太郎「判批」判評 546 号（判時 1858 号）（2004 年）38 頁以下、





















裁判例〔１－１８〕：広島地判平成 15年 3月 24日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 
 被告人と A は、会社役員にした者に多額の生命保険を掛けて殺害し、その保険金を騙取
しようと企て、被告人が X合名会社を設立し、本件被害者を X合名会社の社員とした上で、
生命保険会社 8 社との間で保険金受取人を X 合名会社に、被保険者を被害者にした保険金



















「X 合名会社名義で借り入れた 500 万円のうち 130 万円」は A が支払い、「この点につい
て被告人は、Aから直ちに説明を受けていることや、残金については被告人が保管、管理し
ていた」、⑤「被害者殺害のために広島に来た B に対して、A の指示によってではあるが、










裁判例〔１－１９〕：仙台高判平成 15年 7月 8日刑集 58巻 3号 225頁、判時 1847号 154
































裁判例〔１－２０〕：福岡地判平成 16年 5月 27日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 

























































人の第 1 暴行はそれに拍車を掛けるものであり、従業員の不満を代弁しているような A の
第 2 暴行を容認する素地があることからみると、被告人による口頭の制止は、上記のとお
り上辺的なものでやり過ぎないようにとの趣旨に過ぎないものと解される」ことから、「被
告人と A には、第 2 暴行につき少なくともその現場において黙示の意思の連絡があったと
認められるのであり、共謀共同正犯が成立する」と判示した。 










に取りうるのに、A に対し口頭『もうやんなよ』と言ったのみで、一従業員に過ぎず A よ

























裁判例〔１－２３〕：東京地判平成 18年 3月 27日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 
 本件は、A および B とともに被害者を逮捕・監禁した被告人が被害者の反抗的態度から
同人の殺害を共謀し、A の指示により B が船舶や被害者を縛る鎖等を用意し、被告人が普




















裁判例〔１－２４〕：神戸地判平成 18年 11月 30日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 
 神戸市内でテレホンクラブ Xを営む Aが B、C、Dおよび Eの 4名と商売敵である他の
テレホンクラブ Yに営業妨害するため火炎びんを用いて放火することを企て、C、Dおよび
E がテレホンクラブ 2 店に火炎びんを投げつけて発火・炎上させ、店員や客らを殺傷した





期待する一方、A の機嫌を損ねて借金の返済を迫られることを恐れ、日ごろから A の指示
に従うようにしていたことから、本件犯行に加担したことが認められ」、また、「Xの経営に



















裁判例〔１－２５〕：松山地判平成 19年 8月 23日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 
 暴力団 X 組若頭代行であった被告人が同組事務所で事務所当番をしていた際、同組組員














裁判例〔１－２６〕：福岡地小倉支判平成 19年 10月 10日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 




























告したのは、被告人 B の金策の件で被告人 Bから電話がかかってきたからであり、C にお
いて、積極的に被告人 B に報告しようという姿勢はみられず、仮に被告人 B から電話がか
かってこなければ同人に連絡しないままに実行行為に及んだ可能性すらうかがわれるので





裁判例〔１－２７〕：広島高判平成 21年 4月 30日高検速報（平 21）号 212頁 
【事案の概要】 
 本件は、A と B による殺人事件につき、被告人が睡眠薬を詰めたカプセルを飲ませるよ




















なく、A と B らの犯行を幇助する意思であったに過ぎないと解する余地があったことは否
定し難〔い〕」として、幇助犯の成立を認めた。 
 
















裁判例〔１－２９〕：最決平成 24 年 11 月 6日刑集 66 巻 11 号 1281頁、判時 2187号 142
頁、判タ 1389号 109頁(7) 
                                                   
(7) 本件については、豊田兼彦「傷害罪の共同正犯の成立範囲」法セミ 58巻 2号（2013年）
133 頁、早渕宏毅「判批」研修 777号（2013年）25 頁以下、前田雅英「承継的共同正犯」
警論 66 巻 1 号（2013 年）139 頁以下、松尾誠紀「事後的な関与と傷害結果の帰責」関学
64 巻 1 号（2013 年）1 頁以下、丸山嘉代「判批」警論 66 巻 2 号（2013 年）151 頁以下、
宮崎万壽夫「承継的共犯論の新展開」青山ロー7号（2013年）21頁以下、森住信人「傷害
罪における承継的共同正犯の成否」専法 119号（2013年）89頁以下、今井康介「判批」早
法 89 巻 2 号（2014 年）101 頁以下、小林憲太郎「いわゆる承継的共犯をめぐって」研修






 本件は、Aおよび Bが❶駐車場またはその付近において、被害者 Cおよび Dに顔面を殴
打したり、背中をドライバーで突くなどの暴行を加え、❷別の駐車場（本件現場）で更に
ドライバーの柄で頭を殴打するなどの暴行を加え、その後、❸本件現場に到着した被告人
















裁判例〔１－３０〕：秋田地判平成 26年 8月 5日 LEX／DB文献番号 25504694 
【事案の概要】 
 本件における被告人は、共犯者 A が被害者の頸部を絞め窒息死させ、毛布等で包んだ死
体を遺棄した際、A の指示により毛布を準備し、被害者を店内で殺害する計画であった A
                                                                                                                                                     
夫「判批」刑ジャ 39 号（2014 年）85 頁以下、照沼亮介「判批」重判平成 25 年（ジュリ
臨増 1466号）（2014年）164頁以下、松尾誠紀「判批」セレクト 2013 [Ⅰ]（法教 401号）
（2014年）28頁、松宮孝明「『承継的』共犯について――最決平成 24年 11月 6日刑集 66
巻 11号 1281頁を素材に――」立命 352号（2014年）355頁以下、水落伸介「判批」新法
121 巻 3・4号（2014年）327頁以下、石田寿一「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇平成










































                                                   














裁判例〔２－１〕：大阪高判昭和 41年 6月 24日高刑集 19巻 4号 375頁、判タ 196号 155
頁(10) 
【事案の概要】 
 本件は、A、B、C、および D が被害者に対する強姦を共謀した上、A が被害者を旅館に
連れ込み、その後に B ら 3 名がその部屋に入ろうとしたところ、同旅館の主人に断られた
ため、A を交えて相談した結果、B ら 3 名は本件強盗の実行を断念して引き返すことにな









裁判例〔２－２〕：神戸地判昭和 41年 12月 21日下刑集 8巻 12号 1575頁 
【事案の概要】 
























裁判例〔２－３〕：東京高判平成 20年 7月 10日 LEX／DB文献番号 25421068 
【事案の概要】 
 被告人はアダルトビデオを制作・販売する株式会社 X の実質的経営者であったものであ



































裁判例〔３－２〕：東京地判昭和 41年 6月 4日判タ 194号 173頁 
【事案の概要】 
 共犯者 Aが伊藤建設飯場内に入ってセメント袋に入った白米を窃取し、「米だ米だ」等と













裁判例〔３－３〕：東京高判昭和 43年 1月 11日東高刑時報 19巻 1号 1頁 
【事案の概要】 
 本件は、犯行当時指に怪我をしていた A に窓の桟を外すよう頼まれた被告人が、被害者









裁判例〔３－４〕：東京高判昭和 56年 10月 27日高検速報（昭 56）号 272頁 
【事案の概要】 
 被告人は、窃盗対象の外車を物色ながら走行する A の運転する自動車に同乗し、A が目
的の外車を発見するや、そこから少し離れた場所に自車を停車させて同車内に被告人を待











裁判例〔３－５〕：最決昭和 58年 9月 21日刑集 37巻 7号 1070頁、裁判集刑事 232号 103
頁、判時 1093号 149頁、判タ 509号 126頁(11) 
【事案の概要】 











裁判例〔３－６〕：仙台高判昭和 59年 12月 6日高検速報（昭 59）号 556頁 
【事案の概要】 
 かねてから骨董品に興味を持っていた被告人は、生活費に困窮していた A に対し、その
買い取りと他転売しないことを約束した上で、執拗に窃盗に行くことを促し、その犯行場
所を A に案内して具体的に指示し、A が犯行を行うにあたっては自動車に給油をする等の





刑事未成年者を利用して盗みをさせた者の間接正犯の成否」法セミ 30 巻 3 号（1985 年）
146 頁、奈良俊夫「判批」新報 91 巻 8～10 号（1985 年）407 頁以下、山本輝之「判批」
警察研究 56巻 9号（1985年）70頁以下、佐藤多美夫「判批」北海道駒澤大学研究紀要 21
号（1986 年）243 頁以下、吉川真理「間接正犯の正犯性に関する一考察――昭和 58 年 9
月 21 日の最高裁決定を中心として――」法学研究年誌（東北学院）4 号（1987 年）41 頁
以下、渡邊忠嗣「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇昭和 58年度』（法曹会、1987年）275
頁以下、園田寿「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 4版〕』（有斐閣、1997年）148頁以下、浅田



































裁判例〔３－７〕：札幌高判昭和 60年 3月 20日判時 1169号 157頁、判タ 550号 315頁(12) 
【事案の概要】 
 本件において、被告人は、かつて A から試験問題を入手し幹部昇任試験に不正合格した
縁から、Aから試験受験希望者が試験問題のコピーを売りつけて欲しいなどと依頼され、数
回にわたって部下や知人などから各試験問題のコピーの入手の希望者を物色し、若干の謝



























裁判例〔３－８〕：大阪高判平成 7年 11月 9日高刑集 48巻 3号 177頁、判時 1569号 145






 本件について、大阪高裁は、①Aが事理弁識能力が十分とはいえない 10歳（小学 5年生）
の刑事未成年であったのみならず、「右のＡの年齢からいえば、日ごろ怖いという印象を抱
いていた被告人からにらみつけられ、その命令に逆らえなかったのも無理からぬものがあ
る」、②「A は、被告人の目の前で 4、5 メートル先に落ちているバッグを拾ってくるよう
                                                   
(13) 本件については、亀井源太郎「判批」首法 38巻 2号（1997年）489頁以下、佐藤多美
夫「判批」駒澤大学北海道教養部論集 12号（1997年）8頁以下、高橋則夫「判批」セレク
ト’96（法教 198号）（1997年）35頁、中山研一「刑事未成年者の利用と間接正犯――大阪














裁判例〔３－９〕：大阪地堺支判平成 11年 4月 22日判時 1687号 157頁(14) 
【事案の概要】 






















                                                   
(14) 本件については、髙橋誠一郎「判批」研修 622号（2000年）33頁以下、只木誠「判批」






裁判例〔３－１０〕：東京高判平成 15年 1月 23日東高刑時報 54巻 1～12号 1頁 
【事案の概要】 









20日（19日出発）と 8月 3日（2日出発）の 2回の機会に日を隔てて行われており、正犯
か幇助犯かに関する事情も各機会ごとに必ずしも同一とはいえない」とした。 






























裁判例〔３－１１〕：神戸地判平成 15年 5月 13日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 
 被告人は、本件以前にも A ら窃盗グループによる盗みの際に見張りを行い、分け前をも
らっていたが、本件時においても、Aらが窃盗に及ぶことを十分に予測しながら行動を共に
し、Aおよび Bが車を降りて犯行現場に向かうときから Dと共に車内で現場付近の様子を















裁判例〔３－１２〕：高松高判平成 20年 7月 14日高検速報（平 20）号 339頁 
【事案の概要】 
 中国人である B および C を泊まらせ、車の運転をするよう A から求められた被告人は、
以前の経験などから Bらが窃盗を行うものと思ったが、Aから家賃として 10万円、運転手















裁判例〔３－１３〕：東京高判平成 22年 12月 8日東高時報（刑事）61巻 1～12号 314頁 
【事案の概要】 

























裁判例〔３－１４〕：金沢地判平成 26年 7月 24日 LEX／DB文献番号 25504567 
【事案の概要】 















裁判例〔３－１５〕：福岡高判平成 28年 5月 11日 LEX／DB文献番号 25542951 
【事案の概要】 



























裁判例〔４－１〕：大判昭和 7年 4月 28日刑集 11巻 504頁 
【事案の概要】 







裁判例〔４－２〕：大判昭和 10年 6月 25日刑集 14巻 732頁 
【事案の概要】 
















































裁判例〔４－５〕：最判昭和 25 年 7 月 11 日刑集 4 巻 7 号 1261 頁、裁判集刑事 18 号 695
頁、判タ 4号 47頁  
【事案の概要】 
















裁判例〔４－６〕：神戸地判昭和 36年 4月 8日下刑集 3巻 3号 295頁 
【事案の概要】 
 Aおよび B の強盗殺人事件において、被告人 Cは、強盗を行うのに適当な家を紹介した
上で、被害者方の模様・道順を手帳に記入しながら同家の内情を詳しく説明し、被告人 D
は、A に B を紹介し、また、A および B が出発するに際し、A の求めに応じて（被害者を
殺害する際に用いた）ビニール紐を提供した。 
【判旨】 
 神戸地裁は、被告人 Cに強盗殺人の幇助を認めた上、被告人 Dについても、①「実行々
為のみを拒否したに止まるというよりは、一旦はいかなる意味においても仲間に入ること
はやめようという意思でもつて右の誘いを拒絶した」、②Aに Bを紹介した「点においては
















裁判例〔４－７〕：名古屋高判昭和 36年 8月 15日下刑集 3巻 7・8号 676頁 
【事案の概要】 






















裁判例〔４－８〕：東京地判昭和 42年 1月 12日判タ 207号 187頁 
【事案の概要】  






うな事実は証拠上全く認められないから、この段階で被告人と A および Bの三者間に強盗























裁判例〔４－９〕：大阪地判昭和 43年 11月 16日判タ 233号 195頁 
【事案の概要】 















裁判例〔４－１０〕：岡山地判昭和 44年 8月 1日刑月 1巻 8号 813頁 
【事案の概要】 
 本件は、Aらが被害者の運転する車両を追跡し、因縁をつけて修理代として金員を喝取ま


















裁判例〔４－１１〕：千葉地松戸支判昭和 55年 11月 20日判時 1015号 143頁 
【事案の概要】 













裁判例〔４－１２〕：福岡地判昭和 59年 8月 30日判時 1152号 182頁(15) 
【事案の概要】 












                                                   






















































裁判例〔４－１４〕：富山地判平成 5年 7月 15日判時 1516号 169頁 
【事案の概要】 


































裁判例〔４－１５〕：東京地判平成 7年 10月 9日判時 1598号 155頁、判タ 922号 292頁 
【事案の概要】 
 本件は、被告人が共犯者 A および B と昏睡強盗を共謀し、Aが被害者に睡眠薬入りのビ
ールを飲ませたものの、同人が眠り込むには至らなかったため、Bが同人に暴行を加え、頭






















裁判例〔４－１６〕：東京高判平成 13年 1月 17日東高刑時報 52巻 1～12号 1頁 
【事案の概要】 
 本件は、A および B がパチンコ店駐車場において同店から集金を終えて出てきた信用組
合従業員に対して刃物を突き付けるなどして脅迫し、現金約 1542万円を強取したのに先立
                                                   





















裁判例〔４－１７〕：最決平成 13年 10年 25 日刑集 55巻 6 号 519頁、裁判集刑事 280号
525頁、判時 1768号 157頁、判タ 1077号 176頁(17) 
【事案の概要】 
 本件は、スナックのホステスであった被告人が、生活費に窮したため、同スナックの経





 最高裁は、一方で、「本件当時 Bには是非弁別の能力があり、被告人の指示命令は Bの意
思を抑圧するに足る程度のものではなく、Bは自らの意思により本件強盗の実行を決意した
                                                   
(17) 本件については、亀井源太郎「実務における正犯概念――最一小決平 13・10・25を契
機に――」判タ 1104 号（2002 年）23 頁以下、北原一夫「判批」研修 647 号（2002 年）
139頁以下、島田聡一郎「判批」法教 259号（2002年）124頁以下、同「判批」重判平成
13年（ジュリ臨増 1224号）（2002年）156頁以下、東公明「刑事未成年者との共同正犯」
創法 32 巻 1・2 号（2002 年）243 頁以下、前田雅英「形式的共同正犯論の終焉」曹時 54
巻 11号（2002年）1頁以下、松宮孝明「判批」法セミ 47巻 3号（2002年）110頁、齊藤
彰子「判批」セレクト 2002（法教 270 号）（2003 年）31 頁、清水真「判批」判評 533 号
（判時 1818 号）（2003 年）33 頁以下、十河太朗「判批」同法 55 巻 1 号（2003 年）272
頁以下、平木正洋「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇平成 13 年度』（法曹会、2004 年）
146頁以下、香川達夫「刑事未成年者の利用」学習院 45巻 2号（2010年）1頁以下、前田

























































































裁判例〔４－２１〕：名古屋地判平成 24年 6月 29日 LEX／DB文献番号 25482252 
【事案の概要】 
 本件において、被告人は、A および B が被害者を車中で脅迫し、更に被害者が経営する
X 株式会社の事務所内において被害者に暴行・脅迫を加えて現金や自動車等を強取した際、

































裁判例〔４－２３〕：東京高判平成 25年 5月 28日高刑集 66巻 2号 1頁、高検速報（平 25）
号 65頁、東高刑時報 64巻 1～12号 108頁、判タ 1418号 165頁(18) 
【事案の概要】 























                                                   
(18) 本件については、門田成人「共謀共同正犯における正犯性の判断方法」法セミ 59 巻 3
号（2014年）111頁、本田稔「判批」法セミ 61巻 9号（2016年）161頁参照。 







裁判例〔４－２４〕：水戸地判平成 26年 10月 6日 LEX／DB文献番号 25505093 
【事案の概要】 
 本件は、A および B が被害者方に侵入し、被害者に暴行・脅迫を加え、反抗を抑圧した
上で現金を奪い、傷害を負わせた事案において、被告人が自動車で A らを被害者方付近ま














裁判例〔４－２５〕：山形地判平成 28年 8月 5日 LEX／DB文献番号 25543775 
【事案の概要】 
 被告人、A および B の 3 名は、被害者を山に埋めようと企て、本件山林において穴を掘
った上、被告人が被害者を麻雀に誘い、その後、被害者から賃料の支払いを要求された B
が山中に埋めている金員で支払う旨述べ、被告人ら 3 名は被害者と本件山林付近に向かっ
た。本件山林に到着後、A および B が被害者と共に本件現場付近に向かったところ、被告
人は逃げ出したいとの心境から A らについて行かず、また、A に対して「やらなくてもい
いんじゃないか」と発言したが、本件現場において、Aが被害者をナイフ様のもので突き刺
し、Bが金属バット様のもので殴打して殺害した。被害者を殺害した後、被告人が本件現場























裁判例〔５－１〕：横浜地判昭和 56年 7月 17日判時 1011号 142号(20) 
【事案の概要】 
 本件は、A、B、C、D の 4 名が被害者から金員を喝取しようと共謀し、D 方において、
被害者に対して暴行・脅迫を加えて同人を畏怖させたところ、上記現場に行き合わせた被

















                                                   














裁判例〔５－２〕：東京高判昭和 57年 12月 21日判時 1085号 150頁 
【事案の概要】 



























                                                   
























裁判例〔５－５〕：大阪高判平成 8年 9月 17日判タ 940号 272頁 
【事案の概要】 
 暴力団員である Aが被害者を恐喝した本件において、被告人は、Aが 1000万円を要求し
た際にはその額を下げるよう申し出て 300 万円に値引きし、被害者が 300 万円を持参した






















裁判例〔５－６〕：高松高判平成 12 年 7 月 18 日判時 1732 号 149 頁、高検速報（平 12）
号 231頁(22) 
【事案の概要】 
























                                                   

















































裁判例〔５－９〕：東京高判平成 25 年 2 月 20 日高検速報（平 25）号 45 頁、東高刑時報
64巻 1～12号 62頁 
【事案の概要】 























































































裁判例〔５－１２〕：名古屋地判平成 27年 4月 27日 LEX／DB文献番号 25540401 
【事案の概要】 
 本件は、被告人が、❶不正に入手した B 名義のキャッシュカードを使用して現金自動預
払機から現金を窃取しようと共犯者 Aと企て、25回にわたって各金融機関の管理者が管理
する現金を現金自動預払機から引き出して窃取し、❷A が Bになりすまして C から現金を

































裁判例〔６－１〕：東京地判平成 9月 7月 14日判時 1626号 155頁 
【事案の概要】 
 本件において、被告人は、A および B が被害者方の玄関ドアに向けてけん銃を発砲し、
建造物の一部である玄関ドアを損壊したところ、Bの指示に基づき、自分が運転する自動車


























裁判例〔６－２〕：旭川地判平成 28年 9月 5日 D1—Law／ID 28243548 
【事案の概要】 
 本件は、暴力団員 A が被害者宅に向けて一升瓶を投げつけ、他人の財物を損壊するにあ






























裁判例〔７－２〕：福岡高判昭和 30 年 5 月 28 日高裁刑特報 2 巻 12 号 577 頁、ジュリ 88
号 577頁 
【事案の概要】 











裁判例〔７－３〕：横浜地川崎支判昭和 51年 11月 25日判時 842号 127頁 
【事案の概要】 
 本件は、Aから 1グラム 1万円の覚せい剤 50グラムの世話を依頼された被告人が Bに連
絡し、取引の日時・場所を Bに知らせたところ、取引相手が快くない Aであることを Bが









裁判例〔７－４〕：東京高判昭和 52 年 2 月 16 日高刑集 30 巻 1 号 102 頁、刑月 9 巻 1・2
号 29頁、東高刑時報 28巻 2号 14頁 
【事案の概要】 
 被告人は、A が覚せい剤の入った B 所有の鞄を持ち去る機会を窺っていることを知りつ
つ、A が鞄の中の覚せい剤を騙取する意思で B に対し「お客はこの近くにいる。一五分位
で品物を金にしてくるから預からしてもらいたい。」と欺罔して鞄を Bから受取るや、Bと













































裁判例〔７－７〕：最決昭和 57 年 7 月 16 日刑集 36 巻 6 号 695 頁、判時 1052 号 152 頁、
判タ 477号 100頁(23) 
【事案の概要】 


























                                                   
(23) 本件については、香川達夫「判批」判評 289 号（判時 1064 号）（1983年）59 頁以下、
西田典之「判批」法教 29号（1983年）132頁以下、大越義久「判批」法セミ 28巻 4号（1984
年）61頁、中野次雄「判批」警察研究 56巻 1号（1985年）70頁以下、木谷明「判解」『最












裁判例〔７－８〕：大阪高判昭和 59年 3月 14日判タ 535号 304頁(24) 
【事案の概要】 
 本件は、覚せい剤の密売人 Aの依頼を受け、親交のある暴力団会長 Bに覚せい剤 100グ










が重要な要素となつていることは所論指摘のとおりであつて、本件において、B は A と面
識すらなかつたのであるから被告人から電話で頼まれただけでは一〇〇グラムもの多量の
覚せい剤を A に売り渡すようなことはしないと考えられたので、B の信用をえている被告
人が A を連れて直接 B のもとに出向き、被告人自身も覚せい剤の売買に立ち会うことによ















                                                   




裁判例〔７－９〕：大阪高判昭和 62年 4月 2日判時 1238号 154頁、判タ 652号 262頁 
【事案の概要】 
 本件は、Aが自己使用分を捻出する目的で覚せい剤の密売を行っていたところ、親交のあ
った被告人が A 方で同居するようになり、A の覚せい剤密売の手助けを行うようになった
が、Aに対し密売する覚せい剤の数量が代価に比して多過ぎるので減量するよう勧告したり、
買受代金を借りにして支払わない不良買受人にその支払方を督促したり、時折買受客を探

















裁判例〔７－１０〕：大阪高判昭和 63年 7月 26日判タ 694号 173頁 
【事案の概要】 
 被告人は韓国から覚せい剤 2 キログラムを密輸入して日本で密売することを A らと共謀
し、購入資金や経費の調達役の被告人が 240万円を調達し、仕入れ役の Aらが更に 140万
円を調達した上で渡韓したところ、当時の韓国の不穏な治安情勢のため海上封鎖がされて
いるとして日本への持込みが遅れていたことから、被告人が A らに文句を言い、A らが秘
かに覚せい剤を入手して売りさばいているのではないかと疑うようになったので、Aらは被
















裁判例〔７－１１〕：神戸地姫路支判平成 5 年 9 月 21 日判時 1490 号 143 頁、判タ 833 号
273頁 
【事案の概要】 








































裁判例〔７－１２〕：東京地判平成 12年 4月 12日判タ 1074号 285頁 
【事案の概要】 
 公海上で外国船籍の船舶から覚せい剤約 290 キログラムを受領して漁船に積載し、本邦
領海内に搬入した本件において、被告人は、❶A から漁船の調達を頼まれ、B を A に引き
合わせ、A が本件漁船を購入した後は、B から A に対する購入代金の催促を取り次ぎ、A
から B に対する代金の一部は被告人を通じて行われ、❷A から船長や乗組員の手配を依頼
され、B に連絡し、B が C から船長になることの承諾を得て、B 自身も漁船に乗り込むこ
ととし、被告人を通じて A に伝えられ、❸A から漁船に覚せい剤を積載して密輸入する計
画を打ち明けられ、覚せい剤の密輸を明確に認識するとともに、相応の報酬をもらえるも
のと期待し、❹密輸入の打合わせをした際に被告人も同席し、被告人を通じて A から Bら
に対する報酬の前渡し金が支払われ、Aから最終的な密輸入の計画の概要について説明を受
け、❺漁船の故障や修理、覚せい剤の積込み、陸揚げ場所の変更などの事態の変化につい
て、その都度 Bから連絡を受けて Aに取次ぎ、Aの指示を Bに変更し、覚せい剤投げ入れ
後は Aの指示により回収作業に携わり、❻報酬として 60万円を受け取った。 
【判旨】 
 東京地裁は、①「被告人は、A と B とを引き合わせた上、結果的に B を犯行に引き込ん
だのであり、本件各犯行において必要不可欠な役割を演じ」、②「準備段階から Aと Bとの
間の仲介者として深く関与し、Aから覚せい剤の密輸入の計画の概要を説明された後も、必




































裁判例〔７－１４〕：東京地判平成 15年 12月 19日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 
                                                   
(25) 永田憲史「判批」甲法 43巻 1・2号（2002年）77頁以下参照。本件上告審である最判
平成 15年 4月 11日刑集 57巻 4号 403頁、裁判集刑事 284号 19頁、判時 1823号 39頁、
判タ 1123 号 87 頁については、保坂和人「判批」警察公論 58 巻 11 号（2003 年）71 頁以
下、井上宏「判批」研修 675号（2004年）11頁以下、松宮孝明「犯行のために使用した航
空券の価額追徴の可否」法セミ 49巻 3号（2004年）118頁、上田哲「判解」『最高裁判所
判例解説刑事篇平成 15 年度』（法曹会、2006 年）187 頁以下、若尾岳志「判批」法時 78
巻 1号（2006年）74頁以下、鈴木左斗志「犯罪供用物件没収（刑法 19条 1項 2号）の検









ころ、本件当日、A が客 I と覚せい剤取引を始めるや、C は、その旨を認識して被告人 A




を追尾して自らも移動し、さらに F も加えて A と I の周囲をうかがうなどした上、薬物の
密売場所まで先に移動し、F とともに A らの付近に立って周囲を警戒するという態様の見
張りを行った。 
【判旨】 
 本件について、東京地裁は、「被告人 B、同 C 及び F は、被告人 A による本件覚せい剤
の営利目的譲渡の犯行について、その実行行為自体を自ら行ったのではないが、前記認定






件各見張り行為を行った被告人 B、同 C 及び F には、本件覚せい剤の営利目的譲渡の犯行
について共謀共同正犯が成立することが明らかである」と判示した。 
 
裁判例〔７－１５〕：神戸地判平成 17年 4月 18日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 




























裁判例〔７－１６〕：大阪高判平成 18年 12月 27日高検速報（平 18）号 263頁 
【事案の概要】 






 これに対して、大阪高裁は、「共謀共同正犯が成立するか否かは、これら X会関係者と A、

















裁判例〔７－１７〕：東京地判平成 20年 5月 14日判時 2012号 151頁(26) 
【事案の概要】 
 本件は、北朝鮮国籍の貨物船が覚せい剤を積載して、これを日本海海上に投下した上で、
C らが小型船舶で覚せい剤を回収して日本に輸入した際に、被告人 Aおよび B が北朝鮮側
との連絡役などとして関与した事案である。 
【判旨】 


















裁判例〔７－１８〕：東京高判平成 24 年 2 月 28 日東高刑時報 63 巻 34 頁、高検速報（平
24）号 55頁 
【事案の概要】 
                                                   
(26) 本件については、亀井源太郎「判批」判評 612号（判時 2060号）（2010年）21頁以下
参照。 









 本件被告人は、A らと、A が 2 キログラムの覚せい剤を中国から日本に輸入し、その際
は何らかの貨物に隠匿して船便で送ることを共謀したところ、A は 2 キログラムの覚せい
剤のうち約半量をパイプラックのパイプ内等に隠匿した一方で、ビニールラップに包んだ
















裁判例〔７－１９〕：大分地判平成 27年 10月 15日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 













































裁判例〔８－１〕：東京地判昭和 57年 7月 28日判時 1073号 159頁、判タ 486号 177頁 
【事案の概要】 
 本件において、被告人は、Aがアメリカ合衆国内で調達したけん銃および実包を日本国内

























裁判例〔８－２〕：大阪地判昭和 58年 11月 30日判時 1123号 141頁 
【事案の概要】 
 本件は、タイにおいて A からけん銃および実包の密輸を持ち掛けられた被告人が、自己




















































                                                   





























裁判例〔８－５〕：最決平成 15年 5月 1日刑集 57巻 5号 507頁(29) 
【事案の概要】 
                                                   
(29) 本件については、本田稔「共謀共同正犯における『共謀』事実の特定の意義」法セミ 48
巻 8号（2003年）118頁、山中敬一「判批」関法 53巻 3号（2003年）180頁以下、大久
保隆志「判批」重判平成 15 年（ジュリ臨増 1269 号）（2004 年）159 頁以下、亀井源太郎
「共謀共同正犯における黙示の意思連絡とその認定」法教 280 号（2004 年）114 頁以下、
末道康之「判批」セレクト 2003（法教 282号）（2004年）29頁、十河太朗「判批」現刑 6










































裁判例〔８－６〕：最決平成 17年 11月 29日裁判集刑事 288号 543頁(30) 
【事案の概要】 
 本件は、暴力団 X組の幹部であり、Y会の会長でもある被告人が、同会の配下組員 A、B
と共謀の上、平成 9年 9月 20日、大阪のホテルにおいて、けん銃および適合実包を所持し
たとして銃刀法違反に問われた事案である。なお、本件に関連する事実関係として、同年 8
月 28 日に X 組若頭が射殺される事件が発生したところ、同年 9 月 3 日、被告人を含む X
                                                   
(30) 本件については、西原春夫「憂慮すべき最近の共謀共同正犯実務――最高裁平成 17 年












































裁判例〔８－７〕：最判平成 21 年 10 月 19日裁判集刑事 297号 489 頁、判時 2063 号 155
頁、判タ 1311号 82頁(31) 
【事案の概要】 
 本件は、暴力団 X組の幹部であり、また、同組第二次団体 Z会の総長でもある被告人が、
同会の配下組員 A、Bと共謀の上、平成 9年 9月 20日、大阪のホテルにおいて、けん銃お
よび適合実包を所持したとして銃刀法違反に問われた事案である。なお、本件に関連する
事実関係として、同年 8 月 28 日に X 組若頭が射殺される事件が発生したところ、同年 9
月 3日、被告人を含む X組執行部によって、その事件の実行犯と目される者が属するW会






















                                                   
(31) 小玉大輔「判批」ひろば 63巻 5号（2010年）49頁以下、坂口拓也「判批」警論 63巻
5号（2010年）149頁以下、林幹人「黙示的・不作為の共謀――最高裁平成 21年 10月 19
日判決を契機として――」研修 748 号（2010 年）3 頁以下、拙稿「判批」早法 86 巻 2 号
（2011年）375頁以下、斎藤司「判批」刑弁 65号（2011年）66頁以下、橋本正博「判批」






























裁判例〔９－２〕：名古屋高判昭和 27年 12月 10日高等刑特報 30号 21頁 
                                                   
(32) 最高裁により差し戻された後、大阪地裁は再度、「被告人が A、B がけん銃等を所持し
ていることを認識した上で、それを当然のこととして受け入れて認容していたと推認する
には合理的な疑いが残る」として、被告人に無罪を言い渡した（大阪地判平成 23年 5月 24







25 年 8 月 30 日 LEX／DB 文献番号 25506214）。大阪高裁の判決に対しては被告人から上
















































裁判例〔９－５〕：東京高判昭和 40年 8月 9日高刑集 18巻 5号 594頁、東高刑時報 16巻
7・8号 125頁、判タ 184号 153頁 
【事案の概要】 
























知り、そのことを旅客課長 A に話したところ、B から現金を受け取るよう指示を受け、A
が B から現金の供与を受けようとしていることを知りながら、上記指示を了承した上、B




















裁判例〔９－７〕：東京地判昭和 52年 9月 12日判時 919号 126頁 
【事案の概要】 
 本件は、被告人ら 5 名が窃取したトルエン 6 缶を販売することを共謀したところ、A が











































裁判例〔９－９〕：福岡高判昭和 61年 9月 11日判タ 625号 238頁 
【事案の概要】 
 本件は、被告人 C が、A らが金地金を日本から韓国に向けて密輸出するにあたって船舶
を提供し、A らの指示する海域までこれを運航させ、それに対する報酬を得た事案であり、
原審（長崎地裁佐世保支部）(33)は、関税法違反につき、被告人 Cに Aらとの共同正犯を認
                                                   

























するのが相当である」との一般論を展開した上で、本件については、①被告人 C と Aらと
の間に「従前と異なる協議等がなされた形跡は何ら窺われ」ない、②「被告人らにおいて、




































裁判例〔９－１０〕：東京地判平成 2年 10月 12日判タ 757号 239頁 
【事案の概要】 












































裁判例〔９－１２〕：東京高判平成 9年 12月 18日東高刑時報 48巻 1～12号 89頁 
【事案の概要】 































裁判例〔９－１３〕：東京地判平成 10年 8月 19日判時 1653号 154頁 
【事案の概要】 

















裁判例〔９－１４〕：東京地判平成 12年 7月 4日判時 1769号 158頁 
【事案の概要】 





































































裁判例〔９－１６〕：東京地判平成 13年 11月 8日裁判所ウェブサイト 
【事案の概要】 






























裁判例〔９－１７〕：東京高判平成 19年 8月 8日高検速報（平成 19）号 296頁 
【事案の概要】 




























頁、判タ 1255号 187頁(35) 
【事案の概要】 



























裁判例〔９－１９〕：新潟地判平成 23年 9月 9日刑集 67巻 3号 288頁 
                                                   
(35) 本件については、山元裕史「判批」研修 724号（2008年）19頁以下、北村喜宣「判批」
重判平成 20年（ジュリ臨増 1376号）（2009年）50頁以下、十河太朗「判批」セレクト 2008
（法教 342号）（2009年）33頁、田川靖紘「判批」早法 84巻 4号（2009年）99頁以下、
松原芳博「判批」刑ジャ 14 号（2009年）112 頁以下、山本紘之「判批」新報 115 巻 11・






























                                                   
(36) なお、第 1 審判決に対して検察官が控訴せず、弁護人のみが控訴した控訴審において、
東京高裁は、職権により、本位的訴因（賭博開帳図利罪の共同正犯）について調査を加え、










が第 1 審判決と同一（懲役 10 月、執行猶予 5 年）であったことから、「原判決を破棄しな
くてもいまだ著しく正義に反するものとは認められない」と判示した（最決平成 25年 3月





裁判例〔９－２０〕：横浜地判平成 25年 9月 30日判タ 1418号 374頁(37) 
【事案の概要】 
 本件は、証券株式会社の執行役員であった被告人が、株券の公開買付けの実施に関する
事実の公表前に、知人 A に「X 株が TOB になる。」などと電話で前記事実を伝え、その公





















告人は、本件 3 銘柄のインサイダー取引について、A に重要事実を伝達したものの、自己
の犯罪を犯したといえる程度に、重要な役割を果たしたとはいえない」として、共同正犯
の成立を否定し、インサイダー取引の教唆犯を認めた。 
                                                   
(37) 本件については、小林史治「判批」金法 1980 号（2013 年）58 頁以下、鈴木優典「判
批」刑ジャ 40 号（2014 年）158 頁以下、豊田兼彦「判批」法セミ 59 巻 2 号（2014 年）
123 頁、平山幹子「判批」重判平成 25 年（ジュリ臨増 1466 号）（2014 年）180 頁以下、
堀口勝「判批」洋法 58 巻 1 号（2014 年）181 頁以下、宮下央＝石原慎一郎「判批」金法
1997号（2014年）96頁以下、田川靖紘「判批」セレクト 2014 [Ⅰ]（法教 413号）（2015
年）30 頁、白井智之「判批」警論 69巻 3号（2016 年）175 頁以下、小島陽介「判批」金

























芦澤政治 「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇平成 15年度』（法曹会、2006年） 
芦部信喜＝高橋和之 『憲法〔第 6版〕』（岩波書店、2015年） 
安達光治 『刑法判例百選Ⅰ〔第 6版〕』（有斐閣、2008年） 
穴沢成巳 「共謀共同正犯についての一考察」司研 44号（1970年） 
阿部力也 「共同正犯の主観的成立要件について」法論 70巻 1号（1997年） 


































下）」千葉 26 巻 1・2 号（2011 年）、同 26 巻 4 号（2012 年）、同 27 巻 2 号
（2012年） 
石田寿一 「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇平成 24年度』（法曹会、2015年） 
井田良 『講義刑法学・総論』（有斐閣、2008年） 
























共謀の認定について――大阪高裁平成 16年 2月 24日判決を契機として――」
信法 6号（2006年） 
伊藤正己 『憲法〔第 3版〕』（弘文堂、1995年） 
伊藤嘉亮 「判批」早法 86巻 2号（2011年） 

























上田哲 「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇平成 15年度』（法曹会、2006年） 











―― 「間接正犯の正犯性」判タ 530号（1984年） 
―― 「共同正犯と幇助犯」判タ 540号（1985年） 
―― 「共謀共同正犯と幇助犯」判タ 557号（1985年） 




2号（2005年）、同 40巻 2号（2006年） 
―― 『過失共同正犯について』（2013年・成文堂） 
宇津呂英雄 「承継的共犯の責任の範囲」警論 35巻 1号（1982年） 
梅崎進哉＝宗岡嗣郎 『刑法学原論』（成文堂、1998年） 
梅崎進哉 『刑法における因果論と侵害原理』（成文堂、2001年） 




ぐって――」法雑 28巻 1号（1981年）、同 28巻 2号（1982年） 
―― 「判批」重判平成 15年（ジュリ臨増 1269号）（2004年） 
大越義久 「判批」重判昭和 58年（ジュリ臨増 815号）（1984年） 



















て―」神戸 62巻 1・2号（2012年） 
―― 「共同正犯の処罰根拠と共謀共同正犯」法セミ 743号（2016年） 
大野平吉 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 3版〕』（有斐閣、1991年） 
大谷實 「判批」法セミ 391号（1987年） 
―― 「承継的共同正犯の成立要件」法セミ 33巻 10号（1988年） 
―― 『刑法講義総論〔新版第 4版〕』（成文堂、2012年） 





















5号（2012年）、同 62巻 2号（2012年） 
小野清一郎 『新訂刑法講義總論〔増補版〕』（有斐閣、1950年） 
―― 『犯罪構成要件の理論』（有斐閣、1953年） 
甲斐克則 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 6版〕』（有斐閣、2008年） 












香川達夫 「判批」判評 289号（判時 1064号）（1983年） 
―― 「刑事未成年者の利用」学習院 45巻 2号（2010年） 
片岡雅知 「共同行為の説明に関する個人主義」哲学・科学史論叢 15号（2013年） 
―― 「マイケル・ブラットマンの共同行為論」哲学・人間学論叢 5号（2014年） 
加藤一郎 『不法行為〔増補版〕』（有斐閣、1974年） 
門田成人 「共謀共同正犯の成立範囲」法セミ 46巻 6号（2001年） 
―― 「共謀共同正犯における正犯性の判断方法」法セミ 59巻 3号（2014年） 
門野博 「裁判員裁判への架け橋として（１）」判タ 1289号（2009年） 












犯の成否」法セミ 30巻 3号（1985年） 





―― 「共謀共同正犯における黙示の意思連絡とその認定」法教 280号（2004年） 
―― 『正犯と共犯を区別するということ』（弘文堂、2005年） 
―― 「判批」判評 554号（判時 1882号）（2005年） 










川端博 「片面的従犯」法セミ 34巻 7号（1989年） 
―― 『共犯の理論』（成文堂、2008年） 
―― 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 6版〕』（有斐閣、2008年） 




菊池則明 「いわゆる対等型共謀共同正犯の認定」警論 69巻 7号（2016年） 
北川佳世子 
 
「我が国における過失共同正犯の議論と今後の課題」刑雑 38 巻 1 号（1998
年） 
木谷明 「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇昭和 57年度』（法曹会、1986年） 
北原一夫 「判批」研修 647号（2002年） 
北村喜宣 「判批」重判平成 20年（ジュリ臨増 1376号）（2009年） 
木山暢郎 「共犯事件と量刑（上、下）」判タ 1202号（2006年）、同 1203号（2016年） 





















小島陽介 「判批」金沢 59巻 1号（2016年） 





小林憲太郎 「判批」現刑 4巻 5号（2002年） 
―― 「判批」判評 546号（判時 1858号）（2004年） 
―― 『刑法総論』（新世社、2014年） 
―― 「いわゆる承継的共犯をめぐって」研修 791号（2014年） 
―― 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 7版〕』（有斐閣、2014年） 





小林史治 「判批」金法 1980号（2013年） 

















斎藤司 「判批」刑弁 65号（2011 年） 
斉藤豊治 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 2版〕』（有斐閣、1984年） 
佐伯千仭 『刑法講義（総論）〔4訂版〕』（有斐閣、1981年） 
―― 『刑法の理論と体系』（信山社、2014年） 
佐伯仁志 「正当防衛と共犯からの離脱」ジュリ 1125号（1997年） 
―― 『刑法総論の考え方・楽しみ方』（有斐閣・2013年） 
酒井安行 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 5版〕』（有斐閣、2003年） 
坂口拓也 「判批」警論 63巻 5号（2010年） 
佐々木薫＝永田良昭編 『集団行動の心理学』（有斐閣、1987年） 
佐藤幸治 『日本国憲法論』（成文堂、2011年） 
佐藤多美夫 「承継的共犯」北海道駒沢大学研究紀要 19号（1984年） 
―― 「判批」北海道駒澤大学研究紀要 21号（1986年） 
―― 「判批」駒澤大学北海道教養部論集 12号（1997年） 
塩見淳 「共同正犯における実行の着手」論叢 162巻 1～6号（2008年） 





設楽裕文＝淵脇千寿保 「判批」日法 79巻 4号（2014年） 








五・一決定の意義を中心にして――」法時 78巻 3号（2006年） 






―― 「判批」法教 259号（2002年） 
―― 「判批」重判平成 13年（ジュリ臨増 1224号）（2002年） 














―― 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 6版〕』（有斐閣、2008年） 





清水真 「判批」判評 533号（判時 1818号）（2003年） 
―― 「判批」新報 111巻 5・6号（2005年） 
下村康正 『共謀共同正犯と共犯理論』（学陽書房、1983年） 







末道康之 「判批」セレクト 2003（法教 282号）（2004年） 
























「犯罪供用物件没収（刑法 19条 1項 2号）の検討――最高裁平成 15年 4月
11 日判決（刑集 57 巻 4 号 403 頁）を契機として――」研修 724 号（2008
年） 
鈴木優典 「判批」刑ジャ 40号（2014年） 















十河太朗 「判批」同法 55巻 1号（2003年） 
―― 「判批」現刑 6巻 12号（2004年） 
―― 
 
「共犯従属性概念の再構成（一、二・完）」同法 302 号（2005 年）、同 303
号（2005年） 
―― 「判批」セレクト 2008（法教 342号）（2009年） 
―― 「承継的共犯の一考察」同法 64巻 3号（2012年） 
―― 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 7版〕』（有斐閣、2014年） 
―― 「共謀の射程と共同正犯関係の解消」同法 377号（2015年） 
―― 「承継的共犯論の現状と課題」『理論刑法学の探究❾』（成文堂、2016年） 
曽根威彦 『刑法の重要問題 総論〔第 2版〕』（成文堂、2005年） 
―― 『刑法総論〔第 4版〕』（弘文堂、2008年） 
―― 『刑法各論〔第 5版〕』（弘文堂、2012年） 
―― 『刑法原論』（成文堂、2016年） 





髙橋誠一郎 「判批」研修 622号（2000年） 
高橋直哉 「複数の反撃行為と過剰防衛の成否」駿河台 26巻 2号（2013年） 
高橋則夫 『共犯体系と共犯理論』（成文堂、1988年） 
―― 「共犯における危険概念」刑雑 33巻 2号（1993年） 
―― 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 4版〕』（有斐閣、1997年） 






―― 「判批」『刑法判例百選Ⅰ総論〔第 7版〕』（有斐閣、2014年） 
―― 『刑法各論〔第 2版〕』（成文堂、2014年） 
―― 「判批」刑ジャ 39号（2014年） 





―― 「『責任主義』と『比例原則』」刑雑 53巻 1号（2013） 










域の 1つとして――」早研 151号（2014年）、同 153号（2015年）、同１５
４号（2015年） 
竹内正 「判批」判評 322号（判時 1167号）（1985年） 
只木誠 「判批」判評 504号（判時 1731号）（2001年） 
―― 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 5版〕』（有斐閣、2003年） 
―― 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 6版〕』（有斐閣、2008年） 
立石二六 「判批」『刑法判例百選Ⅰ〔第 5版〕』（有斐閣、2003年） 
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